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第１章



各国・各地域間で深まる経済関係の実態第１節

　グローバル化は、一般的に資本や労働力の国境を越
えた移動が活発化するとともに、貿易を通じた商品・
サービスの取引や、海外への投資が増大することに
よって世界における経済的な結びつきが深まることを
意味する 1 とされている。また、経済学的には、製品
とサービスの貿易を通じた市場の統合、直接投資や資
本取引の統合、アイデアの国境を跨いだ移動がグロー
バル化を意味しているという 2。
　グローバル化は、まず蒸気機関の発明による輸送費
の大幅な低減により進展し、生産と消費の場所が切り
離された（第 1 次アンバンドリング）ことで貿易が活
発に行われるようになった。次に ICT の普及により
組織化コストが激減したことで、先進国の企業がコス
トを削減するため、労働集約的な生産工程の一部を切
り離した（第 2 次アンバンドリング）。これにより、
①部品の貿易、②生産施設、主要な技術者・管理職、
研修、技術、国際的な投資の移動、③生産分散化を調

整するためのサービス需要、が生じ伝統的な製品の貿
易に留まらない複雑で多様な 21 世紀型貿易が出現し
たと言われている 3。
　さらにヒトを移動させるコストが下がれば、労働
サービスが労働者から物理的に切り離され、歴史に残
るようなインパクトになるかも知れないとされる（第
3 次アンバンドリング）。例えば、途上国の労働者が
遠隔でロボットを使って先進国の警備業務や家事代行
業務を行う、先進国の技術者が途上国の資本設備を遠
隔で修理する等の「バーチャル移住」が先進国と途上
国間で進み、第 2 次アンバンドリングが製造業にもた
らした長短の結果がそのままサービス分野に引き継が
れ、豊かな国の労働者が、貧しい国の賃金労働者と直
接、賃金競争することになる可能性が指摘されてい
る 4。このように現在のグローバル化は、モノだけで
なく人や知識も自由に世界中を移動するようになって
いる（第Ⅱ-1-1-1-1 表）。

自由貿易拡大に支えられたグローバル化の進展
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第Ⅱ-1-1-1-1 表　グローバル化の変遷

資料：�木村（2018）5から作成。

グローバリゼーション
以前の世界

第 1の
アンバンドリング

第 2の
アンバンドリング

第 3の
アンバンドリング

3 つの
分離コスト

貿易コスト 高 低
通信コスト 高 低
対面コスト 高 低

移動制約が解消されるもの － モノ アイデア ヒト

国際分業 自給自足 産業単位
※生産と消費の分離

タスク単位
※生産工程の分離 労働サービス単位

時代 ～1820 年 1820～1990 年 1990 年～現在 未来

１	 内閣府（2004）、p. 149
２	 Frankel （2006）
３	 ボールドウィン（2018）、Richard Baldwin （2012）「21 世紀型貿易と 21 世紀型 WTO」 RIETI （https://www.rieti.go.jp/jp/special/p_a_

w/014.html）
４	 ボールドウィン（2018）、p. 364
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（1）貿易の拡大と経済発展
　まずモノについて、貿易が経済に与える影響はマク
ロ経済学とミクロ経済学の両面から、経済のパイ拡大、
輸入による購買力向上、国レベルでの全要素生産性の
上昇、企業レベルでの生産性向上等のメリットがある
と分析がされてきた。この点、WTO によれば多くの
研究が国際貿易量と経済成長には正の関係があるとし
ている 6。
　貿易が行われる理由は、生産技術の相違に要因があ
るとするリカードの比較優位理論や生産要素賦存 7 の
相違に要因があるとするヘクシャー＝オリーン・モデ
ル、規模の経済と製品種類の多様化による消費者利益
が先進国間や企業内で貿易が行われる要因であるとす
るクルーグマンの新貿易理論を基礎として考えられて
きた。さらに、生産性が高い企業だけが輸送費を伴う
コストが上乗せされる貿易を行うとしたメリッツの
「新」新貿易理論にまで至っている。
　他方で、貿易を行う動機や必要性が存在したとして
も、自由貿易 8 が行える環境が整っていることに加え、
企業が貿易や更に広い意味でのグローバル化に伴う活
動を行うに際して、その取引コストを上回る便益がな
ければ、貿易を含むグローバル化は進展しないため、
取引コスト低減を図らないと世界の国々は貿易やグ
ローバル化により発生する成長機会を逃してしまう可
能性がある。
　貿易を制限する伝統的な手段としては関税がある。
関税自体が各国の貿易収支に与える影響はマクロ経済
的には小さいものの、長期間、大規模かつ持続的な関
税引下げは、企業の対内及び対外直接投資や生産構造
を調整するため、企業の GVC への参加も含め、国際
分業を形成する可能性があると言われている 9。この点、
先進国、新興・途上国とも 1995 年に WTO が設立され
た以降の関税率は低下傾向が続いており、特に新興・
途上国の平均関税率は 1995 年の 24.2％から 2017 年に
は 6.7％へ低下した。この間、世界の貿易額は約 3.5 倍、
世界の名目 GDP は 2.6 倍に増加し、世界経済は貿易自
由化の進展とともに成長してきたといえる（第Ⅱ-1-1-

1-2 図）。

　関税の他にも近年では、公正かつ必要不可欠な貿易
制限的措置であるか否か外形上は容易に判断し難い技
術基準や投資規制等の導入による非関税障壁によって
企業の自由貿易を含むグローバルな活動が阻害される
ケースが増大してきている 10。
　また、貿易に欠かせない輸送費の推移を 1990 年か
ら見ると、2015 年までの間に大幅に低下してきたこ
とが分かる（第Ⅱ-1-1-1-3 図）。

1．財・サービスのグローバル化

第Ⅱ-1-1-1-2 図　世界の貿易額と関税率の推移

資料：�IMF DOTS、世銀 WDI から作成。
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第Ⅱ-1-1-1-3 図　
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資料：�Yvan Guillemette and David Turner （2018） 「The Long View: Scenari-
os for the World Economy to 2060」 OECD Economic Policy Paper July 
2018 No. 22
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５	 木村（2018）、p. 8-14
６	 経済産業省（2017）、p. 176-179
７	 各国は、労働力、資本力、技術力等で相対的に比較優位を持つ生産要素を集約的に用いて生産される財を輸出入する。
８	「自由貿易」とは、一般に国家が、貿易に対して制限を加えないことをいう。
９	 IMF （2019）, p. 115-116.
10	 第Ⅱ部第 2 章 4 節参照。
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　なお、関税や輸送コストも含んだ貿易の取引コスト
については、国連アジア太平洋経済社会委員会（以下、
ESCAP）が推計しており 11、時系列の分析では以下
のとおりとなっている。
　これによれば、異なる地域間の組合せにより貿易コ
ストに差異があることが分かる。
　以下、輸入する地域ごとに貿易コストの変化を見る
と 2009 年以降に各地域の貿易コストは総じて低下傾
向にあるものの、アフリカ、中南米、ロシア CIS の
貿易コストは高めになっており、これを低下させるこ
とで更に貿易拡大をする余地が大きいと考えられる
（第Ⅱ-1-1-1-4 図）。

　ここで WTO が設立され貿易の自由化が進展した
1995 年以降の世界における財、サービスの輸出額の
推移を見てみる。先進国、新興・途上国の両方におい
て財、サービスとも増加しているが、その中でも新興・
途上国の財輸出が急激に増加していることが分かる。
　また、サービス輸出についても財輸出に比べて金額
は小さいものの先進国、新興・途上国とも着実に増加
しており、1995 年から 2017 年にかけて 3.8 倍となっ
た。新興・途上国全体は増加していないように見える
が、サービス貿易はデータが財輸出ほど整備されてお
らず、現時点では欠損値が多いためである。そこで、
データが存在する BRICS のサービス輸出に限って見
て見ると、1995 年から 2017 年にかけて 14.7 倍となっ

ており、新興・途上国においてもサービス輸出が拡大
してきていることがうかがわれる（第Ⅱ-1-1-1-5 図）。

　次に主要国・地域において貿易が自国経済にとって
どれほどの意味があるのかを、OECD が国際産業連
関表を基に算出した付加価値貿易のデータ（OECD 
TiVA）から見てみる。従来の貿易統計は生産物（財）
を対象としているのに対し、付加価値貿易は製品や
サービスができあがるまでに、どの国でいくらの価値
が加わったかを推計したものである 12。各国の国内生
産に占める付加価値輸出の割合は、2005 年から 2015
年にかけて一部の国を除き高まっており、各国におい
て輸出は自国の経済成長にとって不可欠なものとなっ
ている（第Ⅱ-1-1-1-6 図）。
　米国、EU28、中国、インドといった国内・域内市
場が大きな国・地域は、生産に占める付加価値輸出の
割合が低めになる傾向はあるものの、製造業において
は生産に占める付加価値輸出の割合は 10％を超えて
おり、国内生産を維持して雇用を確保して消費に結び
つけるためにも世界市場との繋がりが不可欠になって
いることがうかがわれる。
　また、ドイツ、英国の付加価値輸出割合が他の主要
国・地域より高いのは、EU 域内での貿易が多いため
と考えられる。EU28 の生産に占める付加価値輸出の
割合を見ると、製造業においては米国とほぼ同じであ

第Ⅱ-1-1-1-4 図　
輸入地域ごとの貿易コスト指数の推移

備考：�輸入国における製造業の貿易コストを地域ごとに単純平均して算出。
本貿易コストには、関税、輸送費、言語等の要素が含まれている。

資料：�ESCAP-World Bank Trade Cost Database から作成。
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備考：�2013 年以降のサービス輸出額のうち、中国、インド、ブラジル、イ
ンドネシア等については、EBOPS2010 の数値が無いため、BOP の数
値を使用。また、同期間の新興・途上国の数値は欠損値が多いため
参考値である点に留意。

資料：�財は IMF DOTS、サービスは1995-2012 年が OECD-WTO Balanced Trade 
in Services （BaTIS）、2013-2017 年が OECD ITSS EBOPS 2010OPS2010）
から作成。
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11	 ESCAP （2017）.
12	 猪俣（2014）、広田（2017）。
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り、各国の生産を域内市場で消費しているものと思わ
れる。
　さらに、世界の生産に占める付加価値輸出の割合を
見ると鉱業を除いて主要国より低い傾向にあり、国内
生産したものを輸出せずに国内でのみ消費している
国々が多い可能性があり、今後も各国間の貿易が成長
する余地があると推察される。
　主要国における産業構造を国内生産の産業別割合か
ら見ると、中国においては 2005 年、2015 年とも製造
業の国内生産割合が約 50％となっており、生産に占
める付加価値輸出の割合が 2005 年で 16.0％、2015 年
で 12.2％と近年では国内生産の輸出依存が縮小傾向で
はあるものの、国内生産の 10％超が海外での消費に
向けられるため、貿易が国内経済に与える影響が大き
いことがうかがわれる（第Ⅱ-1-1-1-7 図、及び 8 図）。
　また、中国に次いで国内産業に占める製造業の割合
が高い韓国においては、生産に占める付加価値輸出の
割合が 2005 年で 19.2％、2015 年で 22.4％となってお
り、中国以上に製造業の輸出に国内経済が依拠してい
るといえる。同様に日本においても生産に占める付加
価値輸出の割合が 2005 年の 14.2％から 2015 年の
16.1％と高まり、外需の重要性が高まっているように
見える。他にドイツ、英国等の EU 加盟国において、
生産に占める付加価値輸出の割合が高いが、これは
EU 域内貿易が活発に行われているためと推察される。
　なお、米国、EU28、日本、韓国、ASEAN、イン
ドとも、製造業においては国内生産に占める付加価値
輸出の割合が 2005 年より 2015 年のほうが高まってお

り、海外市場との繋がりが強くなってきたことを示し
ている。
　次に世界貿易で大きな割合を占めている主要国間の
貿易を見ることで、貿易の主軸となっている国がどの
ように変化してきたかを見てみる 13。ここでは、世界
貿易（輸出額と輸入額の合計）に占める二国間貿易（輸
出額と輸入額の合計）の割合が 0.1％以上を占める取
引を地図上に表記した。
　世界貿易に占める割合が 0.1％以上の二国間貿易取
引は、2000 年では米国が 25ヵ国（うち先進国 15ヵ国、
新興・途上国 10ヵ国）、ドイツが 19ヵ国（うち先進国
14ヵ国、新興・途上国 5ヵ国）、日本が 16ヵ国（うち
先進国 10ヵ国、新興・途上国 6ヵ国）、中国が 6ヵ国（う
ち先進国 5ヵ国、新興・途上国 1ヵ国）との間で 0.1％
以上となっていた。中国の新興・途上国の貿易相手は
サウジアラビアで資源取引が中心と考えられ、2000

第Ⅱ-1-1-1-6 図　
主要国の生産に占める付加価値輸出割合（産業別）

資料：�OECD TiVA から作成。
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資料：�OECD TiVA から作成。
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資料：�OECD TiVA から作成。
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13	 加藤、永沼（2013）。
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年時点では、米国、ドイツ、日本が世界貿易の主要な
ハブになっていた。
　また、世界貿易において金額の大きい貿易取引は主
に先進国間 55 組 14、先進国と新興・途上国間 25 組で、
新興・途上国間は中国とサウジアラビア、及びブラジ
ルとアルゼンチンの 2 組のみだった（第Ⅱ-1-1-1-9
図）。
　2000 年から 2017 年にかけては、貿易のハブとなる
国に大きな変化が生じることになった。世界貿易に占
める 2 国間貿易の割合が 0.1％以上の貿易取引は、中
国が 25ヵ国（うち先進国 12ヵ国、新興・途上国 13 か
国）、米国が 19ヵ国（うち先進国 12ヵ国、新興・途上
国 7 か国）、ドイツが 18ヵ国（うち先進国 14ヵ国、新
興・途上国 4ヵ国）、日本が 7ヵ国（うち先進国 5ヵ国、
新興・途上国 2ヵ国）となり、中国が米国に代わって
最も多くの国と規模の大きな貿易を行うようになっ
た。しかしながら、中国が大規模貿易の相手国数を先
進国、新興・途上国の双方で大幅に増やしているのに
対して、米国、ドイツ、日本とも貿易相手国、相手国

数、及び先進国を中心とした貿易構造という点では、
ほとんど変化が見られない。このことは、2017 年で
は先進国間 41 組、先進国と新興・途上国間 25 組、新
興・途上国間は 14 組となっており、先進国間では 0.1％
以上の割合を占める貿易取引が減少したのに対し、新
興・途上国間の貿易比率が高まっていることからもう
かがわれる。
　なお、先進国と新興・途上国間の貿易の組合せのう
ち、中国が含まれるものは 2000 年には 25 組中 5 組
だったが、2017 年には 25 組中 12 組となった他、
2000 年には名前の挙がっていなかったベトナムが米
国、韓国との貿易で世界シェア 0.1％以上となってい
る。その他の新興・途上国と先進国の組合せでは変化
はほとんど見られない。
　2017 年時点では中国を中心とした新興・途上国間
の 貿 易 ネ ッ ト ワ ー ク（地 図 中 の 赤 線） が 主 に
ASEAN、インド、中南米との間で進展していること
がうかがわれる（第Ⅱ-1-1-1-10 図）。

第Ⅱ-1-1-1-9 図　世界貿易額の 0.1%以上を占める二国間貿易（2000 年）

備考：１．�青い枠の〇は先進国、赤い枠の〇は新興・途上国。○の赤塗りつぶしは世界貿易シェア 0.1% 以上の二国間貿易の合計額が 1 兆ドル以上、青塗り
つぶしは同 5 千億ドル以上、緑塗りつぶしは同 1 千億ドル以上。青線は先進国同士、赤線は新興・途上国同士、緑線は先進国と新興・途上国の
繋がりを示している。また、二国間の線は太い順に貿易総額が 2 千億ドル以上＞ 1 千億ドル以上＞ 5 百億ドル以上＞ 5 百億ドル未満とした。

　　　２．�香港と各国の貿易は除いている。
資料：�IMF DOTS から作成。

2000

14	 地図の表記と同様に香港を除いた数でカウント。
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（2）�グローバル・バリュー・チェーン（GVC）の
深化

　既に見てきたように、関税の引下げを始めとする貿
易の自由化に支えられて、世界的に貿易額が拡大して
きた。その過程で量的な拡大だけでなく、中間財を中
心とする貿易構造への変化があり、その背景に国際的
な生産分業が指摘されている（第Ⅱ-1-1-1-11 図）。
　貿易自由化によって貿易コストが低下すれば、生産活
動を工程間で分割して複数の国で行うことが可能となる。
単純な国際的生産分業のモデルとしては、まず、基幹部
品など付加価値の高い中間財を資本・技術の豊かな地域
で生産する（第Ⅱ-1-1-1-12 図）。次にその中間財を賃金
の安い国に輸出して組立工程を行うことで生産工程の最
適化を行うことができる。最終生産物は消費地に送られ
るが、生産国内に十分な市場がない場合は、中間財の生
産国に輸出されることも、大きな市場を有する第三国に

輸出されることもある。この第三国へ輸出されるケース
が「三角貿易」と呼ばれるものである。生産分業の複雑
化に伴って、中間財が生産拠点間を次々に移動していく
ことになり、中間財貿易が拡大していく。15

第Ⅱ-1-1-1-10 図　世界貿易額の 0.1%以上を占める二国間貿易（2017 年）

備考：１．�青い枠の〇は先進国、赤い枠の〇は新興・途上国。○の赤塗りつぶしは世界貿易シェア 0.1% 以上の二国間貿易の合計額が 1 兆ドル以上、青塗り
つぶしは同 5 千億ドル以上、緑塗りつぶしは同 1 千億ドル以上。青線は先進国同士、赤線は新興・途上国同士、緑線は先進国と新興・途上国の
繋がりを示している。また、二国間の線は太い順に貿易総額が 2 千億ドル以上＞ 1 千億ドル以上＞ 5 百億ドル以上＞ 5 百億ドル未満とした。

　　　２．�香港と各国の貿易は除いている。
資料：�IMF DOTS から作成。

2017

第Ⅱ-1-1-1-11 図　世界の財別輸出の推移

資料：�RIETI-TID から作成。

15	 このような国際的な生産の連鎖、それに伴う財・サービスの流れは、グローバル・バリュー・チェーン（GVC）、グローバル・サプライ・
チェーン（GSC）などと呼ばれる。両者については、必ずしも明確な定義があるわけではないが、いわゆる製品のスマイルカーブにおいて、
企画、研究開発、生産、販売、メンテナンス等の全工程を広く意味する場合はグローバル・バリュー・チェーン、その中で特に生産工程
に焦点を当てて、資材の供給網という意味で用いる場合はグローバル・サプライ・チェーンを使うことが多い。本白書においては、主と
して生産工程における財の流れに焦点を置きつつも、後で説明する付加価値貿易のように、財の中に体化されているサービス部分も含め
て広く分析することから、グローバル・バリュー・チェーンを使い、GVC と略して表記する。
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　このような国際的な生産活動の連鎖は、一つの製品
を各国が協力して次々に仕上げていくということに他
ならない。各国における生産活動は相互補完的であり、
各国経済も相互依存関係を深めることになる。もし、
国際的な生産活動の連鎖のどこかに障害が生じれば 1
国の問題にとどまらず全体のシステムに影響が及ぶ可
能性がある。
　2010 年代、中間財を始めとする貿易額の拡大が停
滞しているとの指摘がある。特に 2015 年、2016 年は
中間財が最終財に比べて大きく減少しているように見
える。
　中間財の貿易額は、構造的には国際的生産分業が拡
大する過程で増加していくと考えられる。例えば、直
接投資によって海外に生産拠点が移転する場合には、
国内から新たな生産拠点向けに中間財の輸出が増加す
る。多くの企業が次々に海外移転をしていけば、それ
に応じて中間財貿易は一層拡大する。しかし、個々の
生産拠点において操業年数とともに、部品供給業者の
現地進出や現地地場企業の技術水準の向上等によって
現地で中間財が生産されるようになれば、本国からの
中間財輸出は減少する可能性もある。例えば後で見る
ように日系製造業は ASEAN で現地調達が拡大し、
最近の日本からの調達額はほぼ横ばいとなっている
（第 3 章第 3 節参照）。こうしたバランスによって中
間財輸出額の増減も変わってくるので、必ずしも中間
財が最終財に比べて早いペースで拡大するとは限らな
い。いずれにしても、依然として中間財の貿易額が高
水準であり、各国間の自由な貿易が重要であることに
は変わりがない。なお、2015 年及び 2016 年について
は、そのような構造的要因とともに、資源価格の低下
という特殊な要因の影響も考えられる。両年とも素材・
中間財が減少しているが、2014 年前半をピークに原
油を始めとする資源価格が低下している（第Ⅱ-1-1-
1-13 図）。主要業種別に素材・中間財の貿易額を見る
と、資源価格の影響を受けやすい石油・石炭が大きく

落ち込み、化学、鉄鋼等も減少している。一方、電気
機械、輸送機械等の中間財（機械部品等）は必ずしも
減少していない（第Ⅱ-1-1-1-14 図）。

第Ⅱ-1-1-1-12 図　国際的な生産分業のモデル

技術・資本集約的工程労働集約的工程

中間財を輸出

基幹部品など付加価値の
高い中間財を生産

中間財を組み立て
て最終財を生産

A 国A国B国B国

第Ⅱ-1-1-1-13 図　資源価格の推移

資料：�トムソン・ロイターから作成。
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第Ⅱ-1-1-1-14 図　
素材及び中間財輸出の主要業種別内訳

備考：�｢素材｣� とは原油、鉄鉱石、木材等の一次産品。｢中間財｣� とは、一
次産品を加工した精製油、粗鋼、パルプ等。

資料：�RIETI-TID�から作成。



　世界の中でも特に日本を含む東アジアは、機械産業
を中心に中間財のシェアが高く、国際的生産分業の展
開が指摘されている（第Ⅱ-1-1-1-15 図）。

　東アジアでは、資本・技術が豊かな先進国と、低廉
な労働力に恵まれた新興国という 2 つの異なるタイプ
の国が存在し、国際的な生産分業が展開しやすい環境
にあった。上記のモデルで言えば、日本、韓国で基幹
部品など中間財を生産し、中国、ASEAN で組立工程
を行う。最終製品は、現地国内での販売、日本・韓国
への逆輸出とともに、域外の欧米諸国へ輸出される。
この欧米諸国への輸出がいわゆる三角貿易といわれる
形態である。
　東アジアの域内貿易を他の地域と比較すると、中間
財、特に部品のシェアが高いことが目を引く（第Ⅱ-1-
1-1-16 図）。国際的な生産分業は他の地域でも見られ
たものの、東アジアが最も顕著に域内で国際的生産分
業を展開した。特に中国は「世界の工場」といわれる
ほど輸出を拡大した。
　東アジアの貿易構造は、域内貿易と域外貿易（特に

欧米等先進国向け）では財別構成が異なる。域内貿易
においては中間財（機械部品や鉄鋼・化学品などの加
工品）が中心であった。また、最終財の中では、消費
財よりも資本財（工作機械、建設機械、パソコンなど）
の方が貿易額が大きく、生産のための貿易の色彩が濃
い。反対に、域外への輸出では域内で組み立てられた
と見られる最終財のシェアが高い。なお、東アジア域
内でも、日本、韓国等の先進国へは最終財の輸出シェ
アが高い。

このような東アジアと世界主要地域との貿易フロー
を俯瞰したのが第Ⅱ-1-1-1-17 図である。矢印は貿易
フローで、大きさが大きいほど貿易額が大きく、色が
濃いほど中間財比率が高い。
　1990 年と 2016 年を比べてみれば、まだ 1990 年に
はアジアにおける中間財貿易は限られていたが、2016
年には矢印がより大きくより濃くなっており、中間財
貿易が拡大していることを示している。アジアの中で、
日本・韓国から中間財が中国・ASEAN に輸出される
とともに、ASEAN 域内、中国・ASEAN 間において
も相互に中間財が輸出されている。一方、中国・
ASEAN から欧米向けには最終財中心に輸出がされて
おり、地場の輸出品とともに、輸入中間財等をもとに
組み立てられた完成品が第三国に輸出される、いわゆ
る三角貿易の存在を示唆している。このようにアジア
では、多くの国がより深くグローバル・バリュー・
チェーン（GVC）に参加し、より複雑な依存関係を
構築している。

（3）次にくるグローバル化
今後、GVC が更に世界中で拡大するか否かについ

ては、見解が分かれている。この点、GVC に加わり

第Ⅱ-1-1-1-15 図　東アジアの域内輸出の推移

備考：�一般機械、電気機械、家庭用電気機器、輸送機械、精密機械を対象
に集計。

資料：�RIETI-TID から作成。

（うち、機械産業）

（全業種）

第Ⅱ-1-1-1-16 図　主要地域の域内貿易

資料：�RIETI-TID から作成。
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第Ⅱ-1-1-1-17 図　世界的な貿易フロー

資料：�RIETI-TID から作成。
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たいと考えている低コスト労働者が世界中に何十億人
も存在し、そうした国の政府の多くが GVC に加わる
努力をしおり、高賃金の先進国から低賃金の発展途上
国へと製造業の仕事が流入し続け、流入先となる発展
途上国はますます広がり続けるという見方がある 16。
また、世界金融危機から回復した 2011 年以降に世界
全体の貿易がほぼ横ばいの中、東アジアの GVC を介
した一般機械産業の部品貿易が東アジア域内貿易にお
いて復活していることを理由に、東アジアの同産業に
ついては GVC が今後も成長し続けるとの見方があ
る 17。
　他方で、2011 年をピークに GVC の拡大ペースは減
速しており、その背景にはアジアにおける人件費上昇
や企業のデジタル経済化、自動化、サービス化の戦略
が存在しているとの見方も存在しており 18、世界の総
輸出額増加の鈍化と合わせて GVC 関連輸出の総輸出
に占める割合が停滞しているようにも見える（第Ⅱ-1-
1-1-18 図）。

　2000 年以降の世界的な貿易額の急増が鈍化してい
る中、今後、更なる企業のグローバル化が広がるか否
かは、GVC が新興・途上国に広がった理由が主に生

産の効率化を目的として、安価な労働力のある途上国
へと生産工程の一部を分散したことから、企業が節約
できるコストと新規に増加するコスト（輸送費、投資、
人材教育等のコスト）を比較したうえで、得られる全
体のベネフィットの大小により工程間分業が進展する
か否かが決まるとの指摘が参考になる。
　現在の中国の賃金は上昇しており、これは GVC に
とっては抑制要因となるが、まだ賃金の低い取り残さ
れた後発途上国に GVC が広がる可能性は高まるとさ
れる。さらに、生産工程に新しい技術が導入されて、
途上国で得られるコスト優位性を考慮する必要がなく
なれば、生産拠点が輸送費等の必要のない国内に回帰
する誘因になり、他にも資源価格高騰による輸送コス
トの上昇、各国における規制の導入や災害の発生も
GVC の形成に影響を与えることになるという 19。こ
の点、例えば世界の生産年齢人口に占める地域別の割
合を見ると、南アジア、中国、アフリカの占める割合
が高く、労働力を多く必要とする産業においては、こ
れらの地域に引き続き GVC が展開していく可能性は
ある（第Ⅱ-1-1-1-19 図）。

　また、GVC の広がりは、海外直接投資や M&A の
動向を見ることによっても、ある程度の状況を確認す
ることができると考える。必ずしも全ての直接投資が
企業の GVC に繋がるものではないとの認識の下、世
界の対内直接投資残高伸び率を見ると、2000 年代前

第Ⅱ-1-1-1-18 図　
総輸出に占めるGVC関連輸出の割合

備考：�GVC 輸出とは、各国・地域の総輸出に含まれる海外付加価値と外国
から輸出される各国・地域の付加価値を指し、これは外国の付加価
値を国内で利用して輸出し、自国の付加価値を外国が利用して輸出
しているものであることから、本金額の大きさはや伸びは GVC への
関与度合いを示しているものと推察される。

資料：�UNCTAD-Eora GVC Database から作成。
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第Ⅱ-1-1-1-19 図　
世界の生産年齢人口に占める地域・国別の割合

資料：�ILO Employment-to-population ratio, Nov 2018 から作成。
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16	 ボールドウィン（2018）、pp 358
17	 Obashi, A.and Kimura, K （2018）、小橋（2018）、pp 22-47。
18	 OECD （2018）.
19	 黒岩（2019）。
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半に比べて 2010 年以降はほとんどの地域で鈍化して
おり、OECD の見解のとおり 2011 年をピークに GVC
が停滞していることがうかがわれる。他方で、南アジ
アを筆頭に北米、ASEAN、東アジア・大洋州では世
界の対内直接投資残高伸び率と比較して高い伸びと
なっている。また、南アジアの対内直接投資残高の名
目 GDP に占める割合は、その規模に比して他の地域
より低いこともあり、今後、対内直接投資の増加によ
り外国企業との繋がりが拡大し、同地域が GVC に大
きく関与していくことにある可能性もある（第Ⅱ-1-
1-1-20 図）。

　国際的生産分業に基づく GVC が発達したため、貿易統計だけでは実態が把握でき
ないとの指摘がある。ここでは、OECD が開発した付加価値統計（OECD TiVA）を利用して日本の
GVC を別の視点から分析することを考える 20。
　OECD TiVA を利用することで、これまでの貿易統計では把握が困難だった内容を分析することが
できる。既に本項では国内の付加価値生産に占める輸出のシェアを見たが、その他にも例えば、①各国
の輸出入の中に含まれている付加価値額を原産国別に区分することができる、②特に二国間貿易ごとに
原産国別の付加価値額が分かれば、仮にある二国間で貿易制限措置が導入された場合に影響を受ける各
国の付加価値額の目安をつけることができる 21、③自国付加価値輸出の最終需要地を分析することがで
きる、④これらを組み合わせると、各国の付加価値輸出の経路、最終需要国、最終需要の内容（最終消
費か総固定資本形成か）等について、おおよその全体像を描くことができる、等である。本章第 2 節で
は、①②を利用して米国・中国間で貿易制限措置が導入された場合の影響を考察する。また、第 3 章第
2 節では③④を利用して、日本を中心とした GVC を考察する。
　本コラムでは、各パートの分析に入る前に、付加価値統計の見方を整理する。例えば、日本から米国
への輸出を考えると、従来の統計では 1370 億ドル（2015 年）となる 22。しかし、日本の輸出の中には
他国から輸入した中間財を利用している場合もあり、OECD TiVA では、日本の付加価値と他国の付
加価値を分けることができる。それによれば日本の対米輸出の中で日本で生産された付加価値は 1201
億ドル（外国の付加価値成分が 169 億ドル）となる。
　他方で、国際的生産分業の中で、日本国内の企業が海外現地法人等に中間財を輸出し、海外で加工組

コラム

１ 付加価値貿易による考察
コラム

５

第Ⅱ-1-1-1-20 図　
地域ごとに見た対内直接投資残高の伸び率

備考：�毎年の前年比伸び率を 2002-2006 年、2006-2010 年、2010-2014 年、
2014-2017 年の期間で単純平均して同期間の伸び率を算出。

資料：�UNCTAD （2018）から作成。
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20	 日系海外現地法人のデータは、日本からの調達と相手先別売上の両面が同時に分析できたが、その反面、日本からの中間財輸入を受けた

外国企業の動向は分析から外れることになる。そして、日本の製造業輸出の約半分は資本関係のない会社向けであることも既に見ている。
その意味で日本国内で生産された付加価値に着目し、国際的にどう移動していくかを見ることで、補完的に企業国籍に関わらない国際的
な結びつきについて分析することができる。ただし、その場合は日系海外現地法人が生み出した付加価値は立地国の付加価値と見なされ
る点には注意が必要。

21	 OECD TiVA は、国際産業連関表をもとに一定の仮定をおいて推計した結果であり、一つの目安に過ぎない点には注意が必要。
22	 ただし、OECD TiVA は、財とともにサービスも対象に含むため、財だけを対象とする通関統計よりは大きな値となる。
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立が行われて米国に輸出された場合は、第三国経由で日本の付加価値が米国に輸出されることになる。
日系海外製造業現地法人はアジアに多く展開しており、日本の付加価値は中国に 913 億ドル、ASEAN
に 839 億ドル、韓国に 401 億ドル、台湾 310 億ドルが輸出されている 23（コラム第 5-1 図）。これらの国・
地域からの対米輸出にも日本の付加価値が含まれ、その額は中国 83 億ドル、ASEAN46 億ドル、韓国
23 億ドル、台湾 15 億ドルと推定されている。同様に米国の隣国のメキシコ、カナダ、EU からも日本
の付加価値が米国に輸出されている。
　なお、第三国を経由する場合は、生産活動でその国の財・サービスを使うことが多いため、日本から
直接輸出する場合に比べて、輸出額に占める日本の付加価値額のシェアは低い水準となる。例えば、日
本の対世界輸出額に対する日本の付加価値額シェアは 86.8％であるが、中国、ASEAN、韓国、台湾の
対世界輸出額に占める日本の付加価値額は、それぞれ、1.6％、3.3％、2.9％、4.1％となる。

　ここまでを整理すると、米国の日本からの輸入はこれまでの統計では 1370 億ドル、そのうち、日本
の付加価値は 1201 億ドル（コラム第 5-2 図）。これが日本からの直接輸入であり、この他に第三国を経
由した間接輸入における日本の付加価値は 291 億ドルある。直接・間接を含めた米国が輸入する日本の
付加価値は合計 1493 億ドルとなる。ただし、この全額が米国で需要されるわけではない。米国で加工
組立が行われて、さらに第三国に輸出されるものもあり、米国を最終需要地とする日本の付加価値は
1390 億ドルとなる。
　日本の付加価値は GVC を通じて世界を巡っており、様々な視点から統計を取ることができる。どの
数値が正しく、どれが間違っているわけではないが、持つ意味合いが変わってくるので注意が必要であ
る 24。仮に貿易制限措置が取られた場合は、その経路によって対象になるかどうかが変わってくる可能
性がある。
　コラム第 5-1 図のような中で、仮に米国と中国との間で貿易制限的措置が導入された場合、中国を経
由した日本の付加価値輸出（例えば、スマートフォンに組み込まれる電子部品等）にも影響が及ぶ可能
性があり、それは同時に日本の中国向け輸出にも影響する。日本の中国向け輸出の中には、米国向けに
再輸出される付加価値のほかに、中国国内で最終需要される付加価値（例えば、設備投資に利用される
工作機械等）もあり、そちらにも影響が及ぶ可能性がある。

コラム第 5-1 図　日本の対米付加価値輸出と主要経由国・地域（2015 年）

資料：�OECD TiVA から作成。
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* 青い矢印（→）は日本から各国・地域へ
の輸出における日本の付加価値成分。
* 赤い矢印（→）は各国・地域から米国へ
の輸出における日本の付加価値成分。

23	 日本から各国向け輸出に含まれている付加価値額。なお、ここでは説明のわかりやすさを考えて「輸出」という表現を使ってきたが、正
確にはコラム第 5-1 図の数値は、OECD TiVA のデータ上、二国・地域間の「輸入」に占める付加価値額を表示している。

24	 日本の対米付加価値輸出額としては、直接輸出の付加価値 1201 億ドルか、米国を最終需要地とする付加価値 1390 億ドルが分かりやすい。
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　前項では、財・サービスの観点からグローバル化が
いかに進展してきたかを確認した。本項では、資本（カ
ネ）の観点からグローバル化の進展を見ていきたい。

（1）直接投資の動向
　世界のカネの流れを直接投資残高の面から見ると、
世界全体の金額は増加しているものの、地域別に分類
すると、その金額の多くは EU28、北米に向けられて
い る。2000 年 以 降、 東 ア ジ ア、ASEAN、 ロ シ ア

CIS、中南米等が世界の直接投資残高の伸びに大きく
寄与した時期もあったが、2017 年では米国と EU28
の寄与度が高くなっており、投資金額規模としては先
進国が引き続き大部分を占める投資先となっていると
考えられる（第Ⅱ-1-1-2-1 図）。
　直接投資残高の金額全体で見ると北米と EU28 が多
いものの、他の地域においても直接投資残高は着実に
増加してきており、経済規模の大きくない新興・途上
国にとっては、海外からの対内直接投資の増加が自国

2．資本のグローバル化

　また、この説明は、日本から第三国、その第三国から米国という単純な図式に基づいているが、実際
には更に第三国同士での日本の付加価値の流れがあるのでより複雑である。例えば、日本から一旦韓国
に輸出された付加価値成分の一部が中国に輸出され、それが最終完成品として米国に輸出されることも
あり得、この場合は日本から韓国への輸出にも影響が及ぶ可能性がある。

コラム第 5-2 図　米国の日本からの輸入

資料：�OECD TiVA から作成。
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第Ⅱ-1-1-2-1 図　地域別対内直接投資残高と同伸び率の地域別寄与度
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の経済成長に一定程度の影響を与えるようになってき
ていると考えられる。対内直接投資残高の各地域名目
GDP に占める割合の変化を見ると、各地域ともその
割合は 2001 年から 2017 年にかけて増加しており、
ASEAN、EU28、その他欧州、中南米が 2017 年時点
で 50％を超えている。他方で、南アジア、東アジア・
大洋州、中東は、GDP 規模に比べて対内直接投資の
占める割合が相対的に低くなっており、経済規模から
考えると投資の受け入れ余地が他の地域に比べて大き
いように思われる（第Ⅱ-1-1-2-2 図）。

　地域ごとに名目 GDP、同伸び率、及び対内直接投
資残高伸び率の 2009 年から 2017 年の変化を見てみ
る。2002 年から 2009 年にかけて新興・途上国が構成
する地域の名目 GDP は、金額規模では先進国に及ば
ないものの、GDP 平均伸び率は 10％超、対内直接投
資残高平均伸び率も概ね 15％を超えるなどは先進国を
大幅に上回る成長をしていた。他方で、2010 から
2017 年にかけては、新興・途上国が構成する地域の名
目 GDP と対内直接投資残高の平均伸び率は、ASEAN
と南アジアが比較的高い水準を維持しているものの、
先進国と同じ水準まで低下した（第Ⅰ-1-2-3 図）。
　次に海外直接投資の主要な資金供給元である米国、
日本、中国、及びドイツがどの国・地域に重点的に投
資を行い、緊密度を高めているのか否かについて、各
国の投資残高上位 25ヵ国・地域を抽出して緊密度、
投資残高伸び率、投資残高の変化を 2009 年から 2017
年にかけて見てみる。
　グラフの縦軸は、主要国がどの国・地域を投資先と

して重視し、重点的に投資を行っているかを比較するた
め、「（X 国の Y 国への投資／X 国の世界への投資）÷（世
界の Y 国への投資／世界の世界への投資）」で算出し
た指数を表している。下図にある米国を例にすると、米
国は日本に対して、世界全体が日本に対して行う投資よ
り 3.8 倍も多く投資をしていることを表している。すな
わち米国は、世界平均よりも多くの金額を日本に投資を
しており、米国にとって日本が相対的に重点的な投資相
手国であることを意味している。
　米国は、2009 年と 2017 年のいずれも EU28 向けの
投資残高が最大となっている。また、残高の規模は及
ばないものの、カナダ、日本も相対的に残高が大きく、
緊密度が高い重点的な投資先となっている。他に緊密
度が高い国・地域としては、バミューダ、ルクセンブ
ルク、英領ヴァージン等のタックスヘイブンが多いこ
とが特徴となっている。
　2009 年から 2017 年にかけては、ASEAN への投資
残高伸び率が高くなっており、緊密度は相対的に高く
はないものの、米国と同地域の結びつきが強くなって
いることがうかがわれる。他、投資残高の上位 25ヵ国・
地域の伸び率では、イスラエル、UAE、インド、中
国向けが高くなっている（第Ⅱ-1-1-2-4 図）。
　さらに、中国の投資関連数値の変化を見てみる。中
国は、2009 年と 2017 年とも香港への投資残高が突出
しており、世界全体と比較すると 10 倍以上の比率で
重点的に投資を行っている。香港以外ではケイマン、
英領ヴァージンへの投資残高が相対的に大きく、タッ
クスヘイブン向けに重点的に投資を行ってきたことが
分かる。

第Ⅱ-1-1-2-2 図　
名目 GDPに占める対内直接投資残の割合の変化

資料：�UNCTAD （2018） から作成。
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第Ⅱ-1-1-2-3 図　
名目 GDP、同伸び率及び対内直接投資残高伸び率の変
化（2009、2017）

備考：�「国名 09」、「国名 17」の名目 GDP 伸び率及び対内直接投資残高伸び
率は、それぞれ 2002-2009 年及び 2010-2017 年の前年比伸び率の平
均値、バブルの大きさは 2009 年及び 2017 年の名目 GDP 金額。

資料：UNCTAD (2018)、世銀 WDI から作成。
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　中国は 2009 年から 2017 年にかけて、米国、日本、
ドイツと比べると対世界への投資残高を大幅に増加さ
せ、投資先も多様化してきたことがグラフからも見て
とれる。同期間における中国の上位 25ヵ国・地域に
対する投資残高伸び率は、いずれの国、地域において
も 10％超の水準を維持し続けている。2017 年時点で
の投資残高上位 25ヵ国・地域においては、ASEAN、
米国、EU28、豪州への投資残高が増加している他、
先進国では上位の投資先として挙がらないカザフスタ
ン、コンゴ民主共和国、パキスタン、ベネズエラ等へ
積極的に投資が行われていることが特徴となってお
り、特定の新興・途上国に加え、米、EU 等の先進国・
地域とも多様性に富んだ関係が投資を通じて構築され
つつあることが推察される。また、中国の投資残高が

10 億ドル以上で、かつ緊密度が高い国・地域は、ラ
オス、ジンバブエ、タジキスタン、キルギスタン、カ
ンボジア、ミャンマー、モンゴル、パプアニューギニ
ア、ザンビアが挙げられ、世界による投資の 5 倍以上
の緊密度合いとなっている（第Ⅱ-1-1-2-5 図）。

　日本の投資残高を見ると、2009 年時点では中国、
ブラジル、インド等の新興・途上国・地域向けの伸び
率が 20％超と高かったが、2017 年時点で 20％を超え
るのはメキシコ、スイス、UAE のみで海外直接投資
残高伸び率は緩やかになった。同期間においてはメキ
シコ向けの投資残高が 6.1 倍と最も大きく増加した他、
UAE 5.2 倍、英国 4.8 倍、ベトナム 4.7 倍となっている。
　また、2010-2017 年における投資の緊密度を見ると、
日本は、フィリピン 5.7、タイ 5.6、ケイマン 4.9、台
湾 4.0、韓国 3.5 と世界全体に比べて重点的に投資を
しており、さらに他の ASEAN 加盟国、豪州、中国
とも緊密度が高く、アジア・太平洋地域が重点的な投

第Ⅱ-1-1-2-5 図　中国の重点的な投資先国・地域

備考：�2003-2011 は UNCTAD、2012-2017 は中国対外直接投資統計公報の
数値を使用。縦軸は 2003-2009 年、及び 2010-2017 年の投資先の
緊密度＝「（X 国の Y 国への投資／X 国の世界への投資）÷（世界の
Y 国への投資／世界の世界への投資）」の平均値、横軸は同期間のぞ
れぞれの対前年比直接投資残高伸び率の平均値、バブルサイズは
2009 年、及び 2017 年の中国から当該国・地域への直接投資残高。
なお、中国の対日投資残高は 26 位であるが参考値として図に掲載し
た。

資料：�UNCTAD （2018）、UNCTA （2014） 「Bilateral Investment Statistics」、
及び中華人民共和国商務部（2018）から作成。
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第Ⅱ-1-1-2-4 図　米国の重点的な投資先国・地域

備考：�2001-2011 は UNCTAD、2012-2017 は IMF CDIS の数値を使用。縦
軸は 2001-2009 年、及び 2010-2017 年の投資先の緊密度＝「（X 国
の Y 国への投資／X 国の世界への投資）÷（世界の Y 国への投資／
世界の世界への投資）」の平均値、横軸は同期間のぞれぞれの対前年
比直接投資残高伸び率の平均値、バブルサイズは 2009 年、及び
2017 年の米国から当該国・地域への直接投資残高。以下、日本、ド
イツも同じ。

資料：�UNCTAD （2018）、UNCTAD（2014） 「Bilateral Investment Statistics」、
IMF CDIS から作成。以下、日本、ドイツも同じ。
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資先になっている（第Ⅱ-1-1-2-6 図）。

　ドイツは、EU28（除くドイツ）への投資を重点的
に行ってきており、投資残高伸び率は 2001-2009 年時
に比べて 2010-2017 年時には低下したものの、緊密度
は高まった。ドイツの投資残高伸び率は、米国、日本、
中国に比して 2017 年まで大幅に低下しているが、中
国、インド等の新興・途上国・地域に対する投資残高
は、それぞれ 2.7 倍、3.2 倍となり、活発に行われて
いる。他、ドイツが投資で緊密度の高い国・地域は、
2002-2009 年、2010-2017 年ともバミューダが 13.7 と
最も高いが投資残高は 20 億ドル程度と大きくはない。
2017 年時点で投資残高が 100 億ドル超で 2010-2017
年の期間に緊密度の高い国・地域としては、ルクセン
ブルク 13.7、オーストリア 5.2、ギリシャ 3.4、ハンガ
リー 3.3、チェコ 3.1、オランダ 3.0 となっており、こ
れらの国以外も EU 域内国が上位を占めている。ドイ
ツは、米国、日本、中国に比してアジアとの緊密度が
低くなっている（第Ⅱ-1-1-2-7 図）。
　各国の投資残高の規模を比較できるよう、米国、中
国、日本、ドイツの投資残高上位 5ヵ国・地域を以下
の図に表した。2017 年時点で、中国がタックスヘイ
ブンを中心に重点的かつ急速に投資を行っている様子
がうかがわれる（第Ⅱ-1-1-2-8 図）。

第Ⅱ-1-1-2-6 図　日本の重点的な投資先国・地域
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第Ⅱ-1-1-2-7 図　ドイツの重点的な投資先国・地域
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第Ⅱ-1-1-2-8 図　米中日独の主要な投資先国・地域

備考：�2000年、2017年の米中日独の対外直接投資残高上位 5ヵ国・地域を比較。
資料：�UNCTAD （2018）、UNCTA （2014）「Bilateral Investment Statistics」、

IMF CDIS、及び中華人民共和国（2018）から作成。
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（2）�グローバル企業の資本ネットワークによる海
外展開

① 資本ネットワークの概観
　先進国の製造企業は、生産コストの低い地域、ある
いは市場規模の大きい地域を求めて、海外に拠点を拡
大してきた。日本の場合、地理的に近いアジアに生産
拠点を設け、日本から一部の部品を調達して生産した
上で、現地あるいは第三国に輸出するパターンや、主
要市場である米国やその近辺の地域で生産するパター
ンが多い。他の主要国はどのように展開しているのだ
ろうか。また、近年では、先進国企業のみならず、新
興国の企業による海外展開も多く見られている。海外
におけるビジネスの内容は、生産や販売を中心としつ
つも多様化している可能性がある。
　本項では、主要国製造企業のグローバル展開につい
て、地域やセクターによる違いを概観するとともに、
製造業企業のビジネスに占める海外の比重について、
可能な範囲で確認していく。
　ここでは、各国企業による海外展開を確認するため、

ビューロー・ヴァン・ダイク社（Bureau van Dijk）
の ORBIS データベース 25 を用いる。同データベース
は、世界の 160 のデータプロバイダを通じて世界
207ヵ国の企業情報をカバーする。企業数が約 3 億社
と非常に多く、また、株主情報が収録されているため、
全世界の企業間の資本関係ネットワークを捉えること
が可能という点が特徴的である。ただし、地域により
企業の捕捉率や財務情報の収録の度合いが異なること
に注意する必要がある。
　はじめに、主要国の企業がどの地域に強いのか、企
業の分布を概観する。
　第Ⅱ-1-1-2-9 図は、日本、米国、中国、及び EU に
所在する企業が出資する 26 海外の製造企業について、
出資元企業の所在国別の割合（当該 4 つの国・地域の
合計に対する割合）を表す 27。
　新興国への進出を見ると、中東、アフリカ、ロシア
では、製造業・サービス業ともに EU が特に大きな割
合を占めている。データベースに収録された企業に限
定されるものの、これらの地域では EU 系の企業が外

第Ⅱ-1-1-2-9 図　日米中・EU企業が出資（25%以上）する海外企業の分布（製造業）

備考：�日本、米国、中国、EU に所在する企業が 25% 以上出資する、海外（当該国・地域以外）の企業の分布（企業数ベース）。
資料：�BVD 「ORBIS」から作成。
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25	 図表中では、ビューロー・ヴァン・ダイク社を「BvD」と略記する。
26	 出資比率 25％以上。子会社は、事業活動中であり、かつ、ORBIS に①～③（① 2015 年以降の財務データ、②住所と電話番号、③住所とメー

ルアドレス）のいずれかがある企業。
27	 円グラフの大きさは、今回確認した 4 か国・地域を最終親会社とする海外子会社の合計数を踏まえている。しかし、企業収録率の低い地

域も含まれるため、地域別の合計企業数と円グラフの大きさは、あくまで参考である。
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資系企業の 7～8 割に上っている。
　日本と中国を比較すると、製造業に関しては、全体
的に日系企業が中国系企業を大きく上回るが、ロシア
では中国系企業の方が日系企業を上回っているほか、
欧州とオセアニアでは同等の割合である。サービス業
に関しては、中国系企業の方が多い地域、日系企業の
方が多い地域が分かれる。中国系企業が日系企業を上
回るのは、欧州とロシアのほかに、オセアニア、中東
である。東アジア、南アジア、北米、アフリカでは日
系企業の方が多い。
　日本と EU を比較すると、製造業に関しては、EU
系企業は、北米で日系企業の約 3 倍、南アジアで約 4
倍、中南米とオセアニアで約 6 倍、中東とアフリカで
は 10 倍以上と、EU 系企業が日系企業を大きく上回
る。一方、中国・香港ではほぼ同等、東南アジアと東
アジアは日系企業が EU 系企業の 2 倍近くあり、強み
のある地域といえる。サービス業に関しては、東アジ
アを除いて、全て EU 系企業が日系企業を上回る。ロ
シア、中東、中南米及びアフリカでは EU 系企業が日
系企業の 10 倍以上と差が顕著であるが、他にも、オ
セアニアで約 9 倍、北米と南アジアで約 5 倍以上、東
南アジアと中国（香港含む）で 2 倍弱となっている。

　米国と EU を比較すると、全体的に EU 系企業が米
国系企業よりも大きな割合を占めているが、日本にお
いては、米国の割合が他の地域におけるよりも大きく、
製造業では EU と同等の割合であり、サービス業でも
EU との差が他の地域に比べ小さい。その他、南アジ
アと東アジアのサービス業、またオセアニア、東アジ
アと中南米の製造業においては、他の地域に比べて差
が小さく、米国がより強みを持つ地域であると考えら
れる。
　以上より、日本については、製造業に関しては、東
南アジア、東アジア及び中国・香港では他国に比べて
も多く進出しているといえるが、それ以外の地域にお
ける存在感は大きくない。サービス業に関しては、東
南アジアと東アジア及び中国・香港における割合が比
較的大きいが、それ以外の地域では、製造業での進出
をさらに下回る割合となることが確認された。
　なお、EU 系製造企業については、北米が進出先と
して最大であるが、かつて宗主国として支配した地域
が世界に広がっており、多くの地域において EU が占
める割合は非常に大きいことが確認された。
　中国と米国系企業の最大の進出先は、製造業・サー
ビス業ともに欧州となっている。

第Ⅱ-1-1-2-10 図　日米中・EU企業が出資（25%以上）する海外企業の分布（サービス業）

備考：�日本、米国、中国、EU に所在する企業が 25% 以上出資する、海外（当該国・地域以外）の企業の分布（企業数ベース）。金融・保険を除く。
資料：�BVD 「ORBIS」から作成。 
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　4 か国・地域による合計進出企業数（参考値）28 を
進出先別に確認すると、欧州と北米が受け入れる企業
数が、製造業・サービス業ともに非常に多い。それに
対して日本が受け入れる企業数は、製造業・サービス
業とも顕著に少ない。外資系企業の受入という点で、
国内におけるグローバル化が主要国に比べ抑制的であ
る可能性がある。
　次に、親会社を製造業に絞り、主要国からどのよう
なセクターで海外に展開しているのかを確認する。
　中国、ドイツ、米国及び日本の製造業企業の海外子
会社について、その数と売上高をセクター別に確認す
ると、親企業と同じ製造業と並んで、生産したものを
販売する卸小売業が多い（第Ⅱ-1-1-2-11 図、第Ⅱ-1-
1-2-12 図）。
　一方、日本を除く 3 か国については、卸小売以外の
非製造業も多く、専門技術サービスが 5％以上見られ
るほか、中国と米国については、管理等サービスも 5％
以上、金融・保険セクターが 10％以上見られる。
　親会社が製造業であるにも拘わらず、ビジネスの拡大
や事業内容の高度化を目的として、製造と販売以外の分
野に進出する流れは国内でも見られているが、同様の流
れが海外子会社との関係にも現れているといえる。
　製造業に関しては、その内訳は、化学品、自動車、
コンピュータ・光学製品、その他機械製品、金属・金属
製品、食品関連等、各国とも多様である。国別に見ると、
ドイツ、日本、及び米国は、化学品が 2～3 割と大きい。
また、その他機械製品、電気機器、及びコンピュータ・

光学製品を合わせた機械関連製造業は、中国が 5 割弱、
日本が 4 割、米国とドイツが 3 割前後といずれも大きい。
日本とドイツについては、自動車が 1 割以上を占めてい
る。中国については、コンピュータ・光学製品が最も大
きく、製造業の 2 割を占めている。
　次に、地域別・セクター別に確認していく。
　まず日本の製造企業の海外子会社を見ると、どの地
域でも卸売業と製造業の割合が大きいが、英国等の欧
州を中心に、専門技術サービスが一定数、また、英国
と南アジアでは管理等サービスが 5％程度見られる。
情報通信も、企業数は少ないが各地に進出している様
子が確認できる（第Ⅱ-1-1-2-13 図、第Ⅱ-1-1-2-14 図）。
　製造業の内訳は、自動車、化学品、金属関連、食品
関連、電気機器、コンピュータ・光学製品、その他機
械等、多様である。
　ドイツ製造企業の海外子会社は、日系企業と同様に、
製造業と卸売業の割合が非常に大きいが、英国など一
部の国においては、専門技術サービスの割合が高い（第
Ⅱ-1-1-2-15 図、第Ⅱ-1-1-2-16 図）。製造業の内訳で
は、化学、機械、自動車等が多い。
　中国製造企業の海外子会社は、オセアニア、アフリ
カ、南アメリカに鉱業が見られるほか、日本とロシア
では卸売業の割合が 5 割を超える。また、欧州、米国
及び南アジアでは専門技術サービスが 1 割以上を、東
アジアでは管理等サービスが 3 割以上を占める。製造

第Ⅱ-1-1-2-11 図　
製造企業の海外子会社のセクター内訳（企業数ベース）

備考：�各国の製造企業の海外出資先（25% 以上）企業の業種区分（企業数ベー
ス）。

資料：�BvD 「ORBIS」から作成。
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第Ⅱ-1-1-2-12 図　
製造企業の海外子会社の製造業内訳（企業数ベース）

備考：�各国の製造企業による海外出資先（25% 以上）企業（製造業）の業
種区分。

資料：�BvD 「ORBIS」から作成。
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�
28	 ORBIS では、地域ごとに企業収録率が異なる。主に新興国では収録率が低いことに留意する必要がある。
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業の中では、コンピュータ・光学製品製造業が、米国
と東アジアを始め、多くの地域で大きな割合を占める。
その他機械製品については、南アジア、欧州及び中東
で大きな割合を占める（第Ⅱ-1-1-2-17 図、Ⅱ-1-1-2-
18 図）。
　米国製造企業の海外子会社は、中国系企業と同様に、
製造業と卸売業以外のセクター割合が大きい。専門技
術サービスは欧州で多く、情報通信は英国、南アジア
及び中東で割合が大きい（第Ⅱ-1-1-2-19 図）。製造

業では、化学品が各地域で 2～3 割を占める。また、
コンピュータ・光学製品やその他機械製品が各地域に
見られる（第Ⅱ-1-1-2-20 図）。
　ここまで、製造企業の海外展開に関して主要国の特
徴を確認してきた。日本は、東南アジアでは他の主要
国に比べシェアが高いが、それ以外の地域における
シェアは大きくなく、中にはごく僅かのシェアにとど
まる地域もある。サービス業に関しては、地理的に近
いアジア地域においても EU 系企業の割合を下回る。

第Ⅱ-1-1-2-13 図　
日本製造企業の海外子会社数（産業内訳）

備考：�在日本製造企業による 25% 以上出資先企業。
資料：�BvD 「ORBIS」から作成。
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第Ⅱ-1-1-2-14 図　
日本製造企業の海外子会社数（製造業内訳）

備考：�在日本製造企業による 25% 以上出資先企業（製造業）。
資料：�BvD 「ORBIS」から作成。
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第Ⅱ-1-1-2-15 図　
ドイツ製造企業の海外子会社数（産業業内訳）

備考：�在ドイツ製造企業による 25% 以上出資先企業。
資料：�BvD 「ORBIS」から作成。
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第Ⅱ-1-1-2-16 図　
ドイツ製造企業の海外子会社数（製造業内訳）

備考：�在ドイツ製造企業による 25% 以上出資先企業（製造業）。
資料：�BvD 「ORBIS」から作成。
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また、海外展開の多くが製造業と卸売業であり、業種
としての広がりは弱い。
　もちろん、国内ビジネスの活性化が重要であり、我
が国企業が強みを持つ分野をさらに伸ばし、かつ成長
性の高い新しい分野に挑戦していくことが必要である
が、同時に、上記の結果は、我が国企業について、引
き続き、グローバルにビジネスを拡大する余地を示唆
するものである。

② 新興国における外資系企業
　次に、日本製造企業の子会社が多く拠点を有してい
る東南アジア地域における、外資系企業の展開を確認
する。
　アセアン 10 か国における外資系企業について、親
会社の所在国・地域別に割合を確認すると、日本が全
体の約 2 割と最大である。国単位では、米国と英国が
続くが、欧州全体では約 3 割と日本を上回る（第Ⅱ-1-
1-2-21 図）。

第Ⅱ-1-1-2-17 図　
中国製造企業の海外子会社数（産業内訳）

備考：�在中国製造企業による 25% 以上出資先企業。
資料：�BvD 「ORBIS」から作成。
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第Ⅱ-1-1-2-18 図　
中国製造企業の海外子会社数（製造業内訳）

備考：�在中国製造企業による 25% 以上出資先企業（製造業）。
資料：�BvD 「ORBIS」から作成。
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第Ⅱ-1-1-2-19 図　
米国製造企業の海外子会社数（産業内訳）

備考：�在米国製造企業による 25% 以上出資先企業。
資料：�BvD 「ORBIS」から作成。
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第Ⅱ-1-1-2-20 図　
米国製造企業の海外子会社数（製造業内訳）

備考：�在米国製造企業による 25% 以上出資先企業（製造業）。
資料：�BvD 「ORBIS」から作成。
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　なお、製造業に限定すると、日本のシェアは 4 割強
に拡大する。（第Ⅱ-1-1-2-22 図）。
　アセアン地域における全ての外資系企業の展開をセ
クター別に見ると、製造業、卸売業、及び金融・保険
がそれぞれ約 2 割を占めるほか、専門技術サービスや
管理等サービスも一定数見られている（第Ⅱ-1-1-
2-23 図）。
　製造業の中では、化学品が 2 割を占めるほか、機械関
連 29は合計すると約 4 割に達する（第Ⅱ-1-1-2-24 図）。
　次に、親会社の所在国・地域別に業種展開を確認す

ると、ほとんどの国が、卸売と製造業を中心とするが、
特に日本と東アジア系の企業の製造業割合は大きく、
4 割前後に達する。また、専門技術サービスに関して
は、欧州、米国、オセアニア系の企業がそれぞれ 1 割
以上となっている（第Ⅱ-1-1-2-25 図）。
　製造業については、多くの国・地域による進出にお
いて化学品が 2～3 割を占めている。また、コンピュー
タ・光学製品や電気機器、その他一般機械も多い。日
本とドイツ系の企業については、自動車が 1 割前後と
比較的大きい（第Ⅱ-1-1-2-26 図）。

第Ⅱ-1-1-2-21 図　
アセアンにおける外資系企業の親会社所在国・地域別
割合（全産業）

備考：�海外からの出資比率 25% 以上の、アセアン企業（全産業）。企業数ベー
ス。親会社の所在国別。親会社の所在国不明を除く 27,392 社。

資料：�BvD 「ORBIS」から作成。
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第Ⅱ-1-1-2-22 図　
アセアンにおける外資系企業の親会社所在国・地域別
割合（製造業）

備考：�海外からの出資比率 25% 以上の、アセアン企業（製造業）。企業数ベー
ス。親会社の所在国別。親会社の所在国不明を除く 5,591 社。

資料：�BvD 「ORBIS」から作成。
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第Ⅱ-1-1-2-23 図　
アセアンにおける外資系企業のセクター内訳（企業数
ベース）

備考：�海外からの出資比率 25% 以上の、アセアン企業。業種別（業種不明
を除く）。企業数ベース。業種不明を除く 25,870 社。

資料：�BvD 「ORBIS」から作成。
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第Ⅱ-1-1-2-24 図　
アセアンにおける外資系企業の製造業内訳（企業数ベー
ス）

備考：�海外からの出資比率 25% 以上の、アセアン企業（製造業）。製造業
の業種別（業種不明を除く）。企業数ベース。5,622 社。

資料：�BvD 「ORBIS」から作成。
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29	 コンピュータ・光学製品、電気機器、その他機械製品、自動車、その他輸送機器。
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③ 製造企業の売上高における海外の比重（試算）
　次に、製造業に関する、海外子会社と国内における
ビジネスの規模について、売上高での比較を試みる。
　これまでと同様にビューロー・ヴァン・ダイク社の
ORBIS を使用するが、企業売上高が連結財務データ
のみであるケースが多いため、一定の仮定の下、連結
データを合計することによる同一企業売上高の重複を
排除した。
　財務情報収録率に関する地域ごとの違いに関して
は、日本に関してのみ、経済産業省「海外事業活動基
本調査」（以後、「海事」）を使用して、財務情報収録
企業数が少ない地域について調整を行った。具体的に
は、「海事」の売上高を基礎とした上で、ORBIS の方
が「海事」よりも売上高の数値を有する企業数が多い
地域の、売上高に関する両データベースの差を踏まえ
て推計した（日本推計③は、企業数が増えず、売上高
のみ増えるとした場合、日本推計④は、売上高に加え
て企業数も拡大するとした場合。詳細は「補論」に記
載した。）。
　なお、米国は財務情報収録率が顕著に低いため、国
内と海外の比較を行わない。

　まずORBIS のみで試算すると、国内製造業を 1と
した場合、その海外子会社（製造業）の売上高は、日
本は 2割弱 30、ドイツは 4割弱、中国は 1％であった。
海外子会社の業種を産業全体（金融・保険以外）とす
ると、日本は約 3割、ドイツは 7割弱、中国は 4％で
あった（第Ⅱ-1-1-2-27 図）。
　次に、ORBIS で試算した日本の数値について、海
事を用いて推計すると、海外割合は、製造業が最大約
4 割、産業全体で最大 7 割弱まで拡大した 31。
　推計は日本についてしか行っていないが、ドイツは、
日本と同様に ORBIS における国内企業の財務情報収
録率が高いため、同図における試算結果よりも海外割
合が拡大する可能性が考えられる。
　これらはあくまで試算であるが、先進国における製
造業の生産が伸び悩む中、企業が海外に生産・販売拠
点を拡大してきたことや、国内よりも海外ビジネスの
比重が大きい企業も多く見られることに鑑みれば、あ

第Ⅱ-1-1-2-25 図　
アセアンにおける外資系企業のセクター内訳（企業数
ベース）

備考：�海外からの出資比率 25% 以上の、アセアン企業。最終親企業の所在
国別。業種不明分を除く。

資料：�BvD 「ORBIS」から作成。
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第Ⅱ-1-1-2-26 図　
アセアンにおける外資系企業の製造業業種内訳（企業
数ベース）

備考：�海外からの出資比率 25% 以上の、アセアン企業（製造業）。最終親
企業の所在国別。

資料：�BvD 「ORBIS」から作成。
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�
30	 米国を始めとして、一部の国の財務情報が他国に比べて顕著に少ないため、日本の海外子会社については、経済産業省「海外事業活動基

本調査（2017 年調査）」（2016 年度実績）を用いて財務情報を補足し推計を行った。
31	 別途、①「海外事業活動基本調査（2017 年調査）」（2016 年度実績）に基づく海外現地法人売上高（製造業）を、②財務省「法人企業統計」

（2016 年度実績）の国内企業売上高（製造業）で割ると、23.8％となる。①の回答率は 74.1％。そのうち海外現地法人（製造業）に関す
る売上高回答率は 82％。海外現地法人（製造業）の回答率も 74.1％と仮定すると、調査対象の海外現地法人のうち、売上高を回答した割
合は 61％。先の 23.8％を、単純に同回答率で割り戻すと、39％となり、本項の推計値と近似する。
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り得る数値である。
　ビジネスにおける海外の比重の大きさは、海外の政
治・経済情勢が影響しやすくなる一つの要因であると
同時に、成長市場をつかむ重要な要素である。日本企
業については、これまでに見てきたように、グローバ
ルな企業展開が弱く、引き続き、海外展開の環境を整
えることが必要である。
　一方、新興国における労働コストの上昇に加えて、
主要な海外展開先である中国と米国をめぐる貿易摩擦
は、製造企業の海外投資計画に影響を与えている。我
が国の製造企業の認識を見ると 32、近年、海外拠点を
第三国に移転させるケースや、日本国内に戻すケース
が見られていたが、米中貿易摩擦がそうした動きの要
因の一つに加わる形となっている。厳しいコスト競争
の中で、海外に拠点を設けて生産・販売を行うような
企業の中には、関税により影響を受ける企業が少なく
ない。貿易摩擦が加速し、あるいは長期的なものとな
れば、大きなコストを負担しても拠点を移動せざるを
得ない企業が増加する可能性が懸念される。

④ M&Aによる企業ネットワークの拡大
　グローバル企業の海外展開は、新たに自社拠点を設
置する場合と、現地企業に対する出資や買収による場
合に分かれるが、以下では、出資や買収による海外展
開について確認していく。
　一般に、企業の買収、あるいは出資は、規模のメリッ
トの追求や、仕入れコストの削減、また、販売網の獲
得、新規事業の獲得、新しい技術の獲得といった様々
な目的のもとに行われているとされるが、その中でも
国境をまたぐ M&A は長期的に増加傾向にある（第
Ⅱ-1-1-2-28 図）。また、セクター別では、欧米、日
本及び中国企業による案件としては、情報通信関連の
案件数が多い（第Ⅱ-1-1-2-29 図）。
　以下では、近年の M&A の中でも特に案件数が多
い情報通信セクターと、製造業の中で案件数の多い機
械セクターにおける M&A や出資による海外展開を、
企業データベース 33 により確認していく。なお、米国、
EU、中国、日本に親会社を持つ企業による M&A を
対象として見ていくこととする。
　機械セクターにおける M&A は、欧州と北米にお
いて活発である。オセアニア、南アジアと中南米では、
米国と EU 企業による M&A 案件（M&A の買収先・
出資先 34）数が同等であり、日本、中国・香港、東ア
ジア及び中東では米国企業による案件が EU 企業より
も多い。一方、ロシアとアフリカでは、EU 企業によ
る案件が 4 分の 3 以上を占める。日本は、アジア地域

第Ⅱ-1-1-2-27 図　
各国製造企業の国内売上高と海外子会社の売上高比率
（試算）

備考：１．�各国に所在する製造企業の国内売上高を 100% とした場合の、
海外子会社（非金融・保険。親会社は製造業。）による売上高比
率。主に 2017 年度の数値。

　　　２．�ORBIS 試算については、日本②を除き、最終親会社も当該国。
　　　３．�日本②、および日本推計③④は、最終親会社の所在国を問わない。
　　　４．�日本②は、ORBIS 数値に、一部、海外事業活動基本調査の数値

を当てはめた値。
　　　５．�日本推計③④は、日本②を、さらに、海外事業活動基本調査を

用いて補正した推計値。
　　　６．�日本（海事等）は、国内売上高に財務省「法人企業統計」（2016

年度実績）、海外売上高に「海外事業活動基本調査」（2016 年度
実績）を用いた。

　　　７．�「日本（海事等）」を除き、海外子会社の親会社は製造業。
資料：�BvD 「ORBIS」、経済産業省「海外事業活動基本調査」、財務省「法人

企業統計」から経済産業省試算。
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第Ⅱ-1-1-2-28 図　クロスボーダーM&Aの推移

備考：�クロスボーダーM&A （完了案件）の件数。国名は買収企業の最終親
会社国籍。2018 年まで（公表年ベース）。

資料：�Rifinitive から作成。
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�
32	 経済産業省（2019）。
33	 ビューロー・ヴァン・ダイク（Bureau van Dijk）社の「Zephyr」を使用した。図表中では企業名を「BvD」と略記する。
34	 M&A の案件の数ではなく、M&A の対象企業の数（複数の M&A 案件に同一の企業が含まれる場合があるが、そのような企業の重複を

排除した）。また、Zephyr における M&A のうち、取引タイプが獲得、統合、合弁、minority 出資であり、かつ、親企業（米国、EU、日
本、中国）による出資比率が 10％以上の企業を抽出した。
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では比較的割合が大きいが、東南アジアを除いては、
EU あるいは米国を下回る。また、欧州と北米におい
ては、中国企業と日本企業による割合はほぼ同等であ

り、中南米と中東においては、中国企業による割合が
日本企業による割合を上回っている（第Ⅱ-1-1-2-30
図）。
　情報通信セクターにおける M&A の買収先・出資
先地域は、最も多いのが北米、次いで欧州である。
　同セクターでは、米国企業による案件の割合が多く、
欧州では約 8 割、中国と南アジア、日本では約 4 分の
3、と多くの地域で非常に大きな割合を占めている。
日本企業は、東南アジアでは他の地域におけるより割
合が大きいが、米国をやや下回る（第Ⅱ-1-1-2-31
図）。　
　M&A による海外展開と、子会社の海外保有による
海外展開とでは、どのような違いがあるのだろうか。
　まず、機械セクターについて、① M&A による案
件（M&A による買収先・出資先。出資比率 10％以上。）
数と、②親会社として保有する（ここでは、50％以上
出資を基準とする）海外企業の数 35 について、その
比率（①÷②）を確認したものが、第Ⅱ-1-1-2-32 表
であるが、ほとんどのカテゴリーが、100％を下回る

（同図において、同比率が 100％を超える場合は黄色、
200％を超える場合は赤色とした）。つまり、親会社と

第Ⅱ-1-1-2-30 図　日米中・EU企業によるクロスボーダーM&Aを通じた出資先企業の分布（機械セクター）

備考：日本、米国、中国、EU に所在する企業による M&A 出資先（出資比率 10% 以上）である海外（当該国・地域以外）企業の分布（企業数ベース）。
資料：BVD 「ORBIS」から作成。
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第Ⅱ-1-1-2-29 図　
クロスボーダーM&Aのセクター別伸び

備考：�買収側企業の最終親会社が日本、米国、中国、EU 所在であるクロス
ボーダーM&A 案件数（2014-2018 年完了分）。2004-2008 年合計か
ら、2014-2018 年合計の伸び率。

資料：�Rifinitive から作成。
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�
35	 50％以上出資の M&A については、①②どちらにも含まれる。
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して海外に保有する企業の数が、近年の M&A によ
る出資先の数を上回る。例えば、米国企業による欧州
への出資において、M&A を通じた出資先の数は、親
会社としての出資先数の 39％、また、EU 企業による
北米への出資は、M&A による出資先数が親会社とし

ての出資先数の 9％にとどまる。
　M&A による出資先数が親会社としての出資先数を
上回るのは、今回確認した中では、米国と EU 企業に
よる日本への出資、及び米国と中国企業による中東へ
の出資のみであった。

第Ⅱ-1-1-2-31 図　日米中・EU企業によるクロスボーダーM&Aを通じた出資先企業の分布（情報通信セクター）

備考：日本、米国、中国、EU に所在する企業による M&A 出資先（出資比率 10% 以上）である海外（当該国・地域以外）企業の分布（企業数ベース）。
資料：BVD 「ORBIS」から作成。
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第Ⅱ-1-1-2-32 表　海外子会社とM&Aのバランス（機械セクター）

備考：１．�①米国、EU、日本、中国の企業が 50% 以上出資する海外子会社数（2019 年 3 月）、および②米国、EU、日本、
中国によるクロスボーダーM&A （2007 年～2018 年。マイノリティ出資含む）対象企業（企業の重複は排除）
としたときの、②に占める①の割合。

　　　２．�ORBIS データベースにおいて BvDsector 「Industrial, Electric & Electronic Machinery」に区分される企業。
資料：�BvD 「ORBIS」「Zepher」から作成。

M&A比率（出資元） 出資元（4か国・地域）計
米国 EU 日本 中国 M&A比率 M&A数 子会社数

出
資
先

欧州 39% 20% 23% 22% 30% 1,372 4,590 
ロシア 23% 10% 25% ― 11% 48 426 
北米 10% 9% 4% 32% 8% 1,002 11,890 

中南米 17% 9% 8% 33% 12% 149 1,203 
日本 283% 116% ― 27% 171% 157 92 

中国・香港 15% 5% 4% 8% 6% 192 3,022 
東アジア 49% 31% 9% 60% 23% 117 505 

東南アジア 9% 5% 3% 8% 5% 74 1505 
南アジア 17% 6% 11% 12% 9% 113 1,200 

オセアニア 24% 16% 14% 10% 18% 84 462 
中東 113% 27% 65% 900% 53% 207 390 

アフリカ 17% 13% 8% 67% 14% 37 268 

出
資
先
計

M&A 比率 27% 11% 6% 22% 14% 3,558 25,562 
M&A 数 1,559 1,342 374 283
子会社数 5,720 12,599 5,934 1,309
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　以上より、機械セクターにおいては、海外企業との
資本ネットワークの多くは、海外企業との親子関係で
あるといえる。
　機械セクターでは M&A の割合が低いことが確認
できたが、さらに、M&A の取引タイプ 36 の中でマイ
ノリティ出資がどの程度含まれているのかを確認する
と、多くのケースで 4 割未満にとどまった（第Ⅱ-1-
1-2-33 表）37。例えば、米国企業によるアフリカへの
出資や、EU 企業による中南米への出資、日本企業に
よる東南アジアへの出資を始めとして、多くのカテゴ
リーが 4 割未満（黄色）となっている。
　つまり、機械セクターにおいては、M&A が海外子
会社保有より少ないだけでなく、M&A の内容そのも
のも、強い出資関係を締結するケースが多いといえる。
　同様に情報通信セクターについても、M&A による
海外展開と、子会社保有による海外展開の比率を確認
すると、機械セクターとは異なり、多くのカテゴリー
で、M&A を通じた出資先の数が、親会社としての出
資先数を上回っている（第Ⅱ-1-1-2-34 表）。具体的
には、EU 企業による北米への出資や、米国企業によ
る日本、中国（及び香港）及び中東への出資や、中国

企業による北米、中南米、日本、中東への出資等にお
いて、色のついたセルが見られる。

�
36	 今回 M&A としているのは、取引タイプのうち、買収（acquisition）、統合（merger）、合弁（joint venture）、及びマイノリティ出資（minority 

stake）（2007 年から 2018 年の公表案件）。
37	 同図では、4 割未満を黄色、6 割以上を緑色とした。

第Ⅱ-1-1-2-33 表　
M&Aにおけるマイノリティ出資割合（機械）

備考：１．�2007～2018 年の情報通信セクターにおける M&A 案件のうち、
マイノリティ出資が占める割合。（マイノリティ出資案件内、お
よびそれ以外（買収・合弁）の案件内における対象企業の重複
は排除した。）

　　　２．�対象セクターは、BvD セクター分類のうち、 Industrial, Electric & 
Electronic Machinery。

資料：�BvD 社「ORBIS」「Zephyr」から作成。

出資元
米国 EU 日本 中国

出
資
先
地
域

欧州 31% 32% 23% 29%
ロシア 0% 35% 0% ―
北米 40% 42% 54% 70%

中南米 28% 10% 29% 46%
日本 83% 83% ― 0%

中国・香港 72% 28% 22% 14%
東アジア 55% 69% 32% 50%

東南アジア 47% 30% 17% 13%
南アジア 62% 33% 22% 50%

オセアニア 30% 26% 50% 0%
中東 69% 50% 62% 94%

アフリカ 14% 25% 100% 50%
全地域 41% 39% 34% 45%

合計数 1,588 1,371 387 288 

第Ⅱ-1-1-2-34 表　海外子会社とM&Aのバランス（情報通信セクター）

備考：１．�①米国、EU、日本、中国の企業が 50% 以上出資する海外子会社数（2019 年 3 月）、および②米国、EU、日本、
中国によるクロスボーダーM&A （2007 年～2018 年。マイノリティ出資含む）対象企業（企業の重複は排除）
としたときの、②に占める①の割合。

　　　２．�ORBIS データベースにおける BvDsector 「22 - Computer Hardware, 23 - Communications, 30 - Computer Soft-
ware, 36 - Information 」に区分される企業。

資料：�BvD 「ORBIS」「Zephyr」から作成。

M&A比率（出資元） 出資元（4か国・地域）計
米国 EU 日本 中国 M&A比率 M&A数 子会社数

出
資
先

欧州 40% 15% 29% 3% 30% 2,607 8,755 
ロシア 12% 11% 25% 11% 11% 101 913 
北米 135% 104% 33% 286% 92% 2,697 2,936 

中南米 95% 46% 52% 311% 71% 513 727 
日本 485% 135% ― 1,100% 328% 177 54 

中国・香港 431% 38% 40% 53% 131% 618 470 
東アジア 110% 28% 65% 92% 72% 142 197 

東南アジア 102% 31% 71% 37% 57% 339 593 
南アジア 91% 30% 118% 167% 70% 602 859 

オセアニア 77% 37% 26% 43% 55% 289 523 
中東 213% 76% 371% 280% 143% 574 402 

アフリカ 148% 40% 20% 33% 55% 113 204 

出
資
先
計

M&A 比率 65% 45% 42% 32% 53% 8,809 16,664 
M&A 数 4,831 2,930 694 354
子会社数 7,443 6,452 1,666 1,103
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　情報通信セクターでは、親子関係ではなく、より低
い出資関係によって海外企業と提携する形が取られる
ケースが多いといえる。
　念のため、機械セクターと同様に、M&A における
マイノリティ出資案件の割合を確認すると、ほとんど
のケースにおいて 6 割以上（緑色）と高い数値であっ
た（第Ⅱ-1-1-2-35 表）。
　マイノリティ出資は、相手先企業に対する経営権が
ない分、相手企業を思うように活用することができな
いというデメリットがある反面、提携先企業との相乗
効果を期待することができ、さらに、相乗効果の様子
次第で買収に向けたステップに進むことも可能という
メリットが見られる 38。また、被買収企業にとっての
「買収される」ことに対する抵抗感に比べて、マイノ
リティ出資による「資本提携」は受け入れられやすい
面があるという。
　今回確認したデータより、我が国製造業による海外
展開の典型の一つといえる機械セクターに関しては、
海外子会社を保有する形を取ることが多い一方で、情
報通信セクターでは、子会社を支配的に保有するとい

うよりは、資本提携でとどまるケースが多いことが確
認できた。本項（2）①（第Ⅱ部第 1 章第 1 節 2（2）①）
において、製造企業が、海外で情報通信セクターを含
むほかの業種に展開している様子を確認したが、製造
業が情報通信セクターに展開するといった場合に、相
手先企業との相乗効果について様子を見ながらの企業
提携、あるいは、相手先企業のビジネスをより活かし
た形での企業提携といった形が、より好まれている可
能性が考えられる。

　M&Aの目的は、先に述べたように多様であるが、
最近は、自らにない技術の獲得を目的とした新興国企
業によるM&Aが注目されていることから、以下で
は、特許データ 39を使用して、M&A等による特許保
有の違いについて確認していく。
　M&A による出資先企業が保有する特許は、どのよう
な分野で多いのだろうか。①自国企業が保有する特許
と、② M&A を通じた海外出資先が保有する特許を比
較すると、後者が前者より多い分野が複数見られる。
　②÷①の比率をセクター別に比較すると、日本につ
いては、特に目立つのはデジタル通信、電気通信であ
る。逆にその比率が低い分野としては光学、高分子化
学・ポリマー、工作機械等が見られ、我が国が技術に
強みのある分野と考えられる（第Ⅱ-1-1-2-38 図、第
Ⅱ-1-1-2-39 図）。反面、先に見たデジタル通信や電
気通信といった分野は、我が国にとってまだ技術的に
弱い分野であり、海外企業の技術に対して出資によっ
てアクセスを拡げようとしている可能性が示唆される。
　特許金額に関する同比率と、特許件数に関する同比
率について、その傾向を確認すると、EU と米国に関
しては、件数に関する同比率が全体的に高い。M&A
を通じて資本ネットワークを大きく拡大し、多くの特
許へのアクセス可能性を高めているといえる。
　一方、中国と日本については、件数よりも金額の同
比率が高い傾向がある。さらに 1 件あたり金額に関す
る同比率を見ると、中国が顕著に高いセクターが多く、
M&A によって質の高い特許にアクセスしているとい
える（第Ⅱ-1-1-2-40 図）。中国にとっては、M&A を
通じてアクセスする技術の重要性が高く、他国と比較
しても、より技術獲得目的で M&A を行っている可
能性が示唆される。

第Ⅱ-1-1-2-35 表　
M&Aにおけるマイノリティ出資割合（情報通信）

備考：１．�2007～2018 年の情報通信セクターにおける M&A 案件のうち、
マイノリティ出資が占める割合。（マイノリティ出資案件内、お
よびそれ以外（買収・合弁）の案件内における対象企業の重複
は排除した。）

　　　２．�対象セクターは、BvD セクター分類のうち、 Computer Hard-
ware, Communications, Computer Software, Information Ser-
vices。

資料：�BvD 「ORBIS」「Zephyr」から作成。

出資元
米国 EU 日本 中国

出
資
先
地
域

欧州 46% 39% 54% 61%
ロシア 89% 63% 100% 0%
北米 52% 67% 78% 93%

中南米 78% 69% 76% 88%
日本 86% 80% ― 45%

中国・香港 97% 84% 82% 44%
東アジア 80% 75% 79% 91%

東南アジア 86% 62% 72% 88%
南アジア 83% 71% 92% 80%

オセアニア 39% 27% 80% 100%
中東 79% 77% 92% 86%

アフリカ 59% 51% 0% 100%
全地域 62% 63% 75% 81%

合計数 4938 2970 703 355 

�
38	 経済産業省（2018）等参照。
39	 ビューロー・ヴァン・ダイク（Bureau van Dijk）社の ORBIS Intellectual Property データベース。図表中では、企業名を「BvD」、デー

タ名を「ORBIS-IP」と略記する。
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第Ⅱ-1-1-2-37 図　（参考）日米中・EU企業が出資（出資比率 25%以上）する海外企業の分布（機械セクター）

備考：日本、米国、中国、EU に所在する企業が 25% 以上出資する、海外（当該国・地域以外）の企業の分布（企業数ベース）。
資料：BVD 「ORBIS」から作成。
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第Ⅱ-1-1-2-36 図　（参考）日米中・EU企業が出資（出資比率 25%以上）する海外企業の分布（情報通信セクター）

備考：日本、米国、中国、EU に所在する企業が 25% 以上出資する、海外（当該国・地域以外）の企業の分布（企業数ベース）。
資料：BVD 「ORBIS」から作成。
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第Ⅱ-1-1-2-38 図　M&Aを通じた出資先企業が保有する特許の割合（対自国企業が保有する特許金額40）

備考：１．�①クロスボーダーM&A （2007～2018）による出資先企業（10% 以上出資）が保有する特許と、②自国企業（外資系を除く）およびその海外
子会社（50% 以上出資）が保有する特許の比率（①÷②）。2007 年から 2015 年の出願特許（中国は 2012 年まで）。

　　　２．�金額は、ORBIS-IP 掲載値を使用。
資料：�BvD 「ORBIS-IP」「Zephyr」から作成。
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第Ⅱ-1-1-2-39 図　M&Aを通じた出資先企業が保有する特許の割合（対自国企業が保有する出願特許数）

備考：�①クロスボーダーM&A （2007～2018）による出資先企業（10% 以上出資）が保有する特許と、②自国企業（外資系を除く）およびその海外子会社（50%
以上出資）が保有する特許の比率（①÷②。特許数ベース。ファミリーを構成する特許についてはそのうち最も代表的とされる特許。）。2007 年か
ら 2015 年の出願特許（中国は 2012 年まで）。

資料：�BvD 「ORBIS-IP」「Zephyr」から作成。

0

200

150

100

50

250

0

600

500

400

300

200

100

700
（％） （千件）

土
木
工
学

そ
の
他
消
費
財

家
具
・
ゲ
ー
ム

熱
処
理
・
器
具

織
機
・
編
機
・
抄
紙
機

環
境
技
術

有
機
フ
ァ
イ
ン
ケ
ミ
ス
ト
リ
ー

生
体
情
報
解
析

医
療
技
術

医
薬
品

バ
イ
オ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー

化
学
工
学

食
品
化
学

材
料
・
冶
金

素
材
化
学

表
面
技
術
・
コ
ー
テ
ィ
ン
グ

高
分
子
化
学
・
ポ
リ
マ
ー

ミ
ク
ロ
・
ナ
ノ
テ
ク

電
気
・
エ
ネ
ル
ギ
ー

そ
の
他
特
殊
機
械

制
御
技
術

輸
送

機
械
要
素
部
品

エ
ン
ジ
ン
・
タ
ー
ビ
ン

ク
レ
ー
ン
・
ロ
ボ
ッ
ト

計
測
技
術

工
作
機
械

半
導
体

視
聴
覚
技
術

光
学

基
礎
的
通
信
処
理

運
営
管
理
Ｉ
Ｔ
手
法

電
気
通
信

デ
ジ
タ
ル
通
信

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
技
術

日本 自国企業保有分計（右軸）中国米国 EU

次世代 IT 産業
電
力
機
器

新材料 バイオ医薬品
医療機器 その他

合
　
計

工作機械と
ロボット

航空／宇宙／海洋
／軌道／自動車／

農業設備

�
40	 金額は、ビューロー・ヴァン・ダイク社の ORBIS Intellectual Property データベース掲載の推計値を使用した。
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（1）海外における研究開発の拡大
　これまで、資本関係による企業のグローバルネット
ワークを確認してきたが、知識や技術に関しても、企
業のグローバル展開が進んでいる。海外拠点の機能は、
かつては生産と販売が主体であったが、近年は、研究
開発の重要性が増している。日本企業に対するアン
ケート調査 42 によると、海外拠点で拡大する機能と
して、生産と販売を回答する割合が依然として最も大
きいが、新製品開発を目的とする研究開発との回答割
合は 2017 年度まで徐々に増加している（第Ⅱ-1-
1-3-1 図）。
　製造業の日系海外現地法人の研究開発費は、2000
年代以降大きく伸びており、日本国内よりも伸び率が
高い国が多い（第Ⅱ-1-1-3-2 図）。地域別に見ると、
アジアでは売上高とともに研究開発費も大きく伸びて
いる。特に中国やインド、韓国、タイは、研究開発費
の伸び率が売上高の伸び率を上回る。研究開発費の規

模の面でも、中国は米国に次いで大きく（第Ⅱ-1-
1-3-3 図）、海外現地法人に占める割合では、2002 年
度の 2％から、2016 年度には 18％にまで拡大してい
る 43（第Ⅱ-1-1-3-4 図）。台湾や韓国、ASEAN 等と
合わせたアジアの割合は、同期間に約 3 倍に拡大して
いる。
　では、海外ではどういったセクターで研究開発が行
われているのだろうか。日系海外現地法人の研究開発
費における製造業の割合 44 を見ると、2000 年代に一
貫して低下している。2010 年代にやや回復したもの
の、2016 年度の水準は 2000 年代初頭に比べ 20％ポイ
ントも低い（第Ⅱ-1-1-3-5 図）。
　金額規模で見ると、自動車部品製造業、医薬品製造
業、卸売業が大きい（第Ⅱ-1-1-3-6 図）。また、情報
通信業や医薬品製造業は、売上高に比して研究開発費
が大きい（第Ⅱ-1-1-3-7 図）。
　一方、近年の伸び率が特に高いのは、専門・技術サー

3．知のグローバル化

第Ⅱ-1-1-2-40 図　M&Aを通じた出資先企業が保有する特許の推計単価 41比率（対自国企業が保有する出願特許）

備考：１．�①クロスボーダーM&A （2007～2018）による出資先企業（10% 以上出資）が保有する特許と、②自国企業（外資系を除く）およびその海外子会
社（50% 以上出資）が保有する特許の、1 件（特許ファミリーベース）あたりの金額の比率（①÷②）。平均（右軸）は、米国、EU、日本、中国
の自国企業が保有する特許全体の、1 件（特許ファミリーベース）あたり金額。2007 年から 2015 年の出願特許（中国は 2012 年まで）。

　　　２．�金額は、ORBIS-IP 掲載値を使用。
資料：�BvD 「ORBIS-IP」「Zephyr」から作成。
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�
41	 第Ⅱ -1-1-2-38 図と同様、単価を算出する際に使用した特許金額は、ビューロー・ヴァン・ダイク社の ORBIS Intellectual Property データベー

ス掲載の推計値を使用した。
42	 独立行政法人日本貿易振興機構（2019）。
43	 米ドル（円ベースから年平均レートで換算）。
44	「経済産業省企業活動基本調査」の対象産業全体。

146 2019 White Paper on International Economy and Trade

第１章 国を超えて密接に結びつくグローバル経済の現状



ビス、情報サービス業、卸売業、半導体等製造装置製
造業等であるが、ほとんどのセクターにおいて、売上
高の伸びを研究開発費の伸びが大きく上回っている
（第Ⅱ-1-1-3-8 図）。海外拠点において知識生産活動
が活発化していることが示唆される。
　海外現地法人における研究開発費は、海外進出企業の

第Ⅱ-1-1-3-1 図　
日系海外現地法人が今後拡大予定の機能

備考：�日本の海外現地法人に対するアンケート調査。「現在、海外に拠点が
あり、今後さらに海外進出の拡大を図る」と回答した企業のうち、
拡大を図る国・地域について回答があったもの（複数回答）。

資料：�JETRO 「2018 年度日本企業の海外事業展開に関するアンケート調査」
から作成。
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第Ⅱ-1-1-3-2 図　
日系海外現地法人（製造業）の研究開発費（実質値）

備考：�日本国内企業と日本の海外現地法人（製造業）の研究開発費（海外
現地法人は所在地別。2015-2016 年度金額上位 10 か国）。各国通貨
換算後、GDP デフレーターで実質化。

資料：�「経済産業省企業活動基本調査」、「海外事業活動基本調査」、IMF 統
計から再編加工。
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備考：�バブルの大きさは R&D 費（2013-2016 年度平均、ドルベース）。伸
び率は 2013-2016 年度合計の、2002-2005 年度の合計に対する伸び
率（各国通貨換算後に GDP デフレーターで実質化）。

資料：�経済産業省「海外事業活動基本調査」から再編加工。
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国割合

備考：�日本の海外現地法人の研究開発費（製造業）に関する所在国別割合。
資料：�経済産業省「海外事業活動基本調査」から再編加工。
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第Ⅱ-1-1-3-5 図　
日系海外現地法人の研究開発費に占める製造業の割合

備考：�日本の海外現地法人の研究開発費に関して、製造業が全産業に占め
る割合（所在地別）。

資料：�経済産業省「海外事業活動基本調査」から再編加工。
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増加や規模の拡大とともに伸びた。しかし、売上高を大
きく上回る研究開発費の伸びは、進出先である新興国に
おけるイノベーション環境の向上や、市場に合わせた製
品開発の必要性等を背景に、海外現地法人の研究開発の
重要性が高まっていることを示唆している。

（2）新興国への技術波及 46

　新興国の発展において、先進国の技術的知識の導入・
活用はキャッチアップに非常に重要な役割を果たす。特
に、経済発展の過程で、研究開発集約度の低い産業から
高い産業へと産業構造が徐々に変化していくパターンが、
典型的なキャッチアップ型工業化と言えるだろう。日本

第Ⅱ-1-1-3-6 図　
日系海外現地法人の研究開発費の規模と伸び率（セク
ター別）

備考：�日本の海外現地法人の研究開発費（2015-2016 年度平均。円ベース
から米ドル換算）。研究開発費の上位 15 業種（標準産業分類小分類）。
伸びは 2010-2011 年度平均からの伸び率。

資料：�経済産業省「海外事業活動基本調査」から再編加工。
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備考：�各セクター（標準産業分類小分類）が合計に占める割合。2015-2016 年度の平均（米ドル換算）を使用。
資料：�経済産業省「海外事業活動基本調査」から作成。
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研究開発費と売上高のセクター別伸び率（日系海外現
地法人）45

備考：�日本の海外現地法人の研究開発費（2015-2016 年度平均。円ベース
から米ドル換算）と、2010-2011 年度平均からの伸び率）。研究開発
額が多い 15 業種。

資料：�経済産業省「海外事業活動基本調査」から再編加工。
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�
45	 第Ⅱ-1-1-3-8 図の業種分類は、標準産業分類の小分類を、今回の分析において独自に整理したもの。
46	 本項（2）における主な文章及び全ての図表は、飯野、占部、齊藤、山内（2019）（「新興国における知識生産活動とグローバルネットワー

ク」、経済産業研究所）を参照、あるいは引用した。
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においても、戦後の急成長は海外技術を積極的に導入す
ることにより実現したと考えられている。
　知識・技術の波及については、その経路として、貿
易（財・技術）や外国直接投資（以下、FDI）の重要
性が指摘されている。
　知識・技術の波及経路のうち、1）貿易による経路
については、輸出される製品に技術情報が組み込まれ
ていることから、製品を使用し分析したり、使用する
ための指導を受けたりすることで技術波及を生じ
る 47。また、貿易パートナーとの人的コンタクトもイ
ノベーションのきっかけとなり得る 48。
　2）FDI による経路については、企業進出先において、
同一セクターの地場企業による観察・模倣や、部材の供
給企業に対する技術提供、買収先企業に対する技術提
供等によって技術波及が生じるとされている 49。なお、
FDI については、Fosfuri et. al.50が、外資企業の現地雇
用者が国内企業に転職することによる技術波及を、また
Rodriguez-Clare51が、多国籍企業と現地企業との密な
取引関係が技術情報を波及させることで、途上国の企業
にプラスに働くことを示している。
　飯野等（2019）52 は、このような先進国企業の海外
進出に伴う新興国への知識の波及の影響を明らかにす
るため、外国への特許出願を、海外進出の代理変数と
みなして、その動向を確認した。
　特許出願先別に見ると、2000 年以降、日本やドイ
ツの特許庁に対する特許出願数が緩やかに減っている
のに対して、中国特許庁への出願が伸びており、シェ
アで見ると、日本やドイツの低下が顕著である（第Ⅱ-1-
1-3-9 図、第Ⅱ-1-1-3-10 図）。
　しかし、中国特許庁への出願が伸びていると言っても、
出願企業の構成はどのようになっているのだろうか。
　各国・地域特許当局に対する出願に占める出願企業
の所在国 53 の順位により、新興国における出願企業
の所在国別の動向を確認すると、韓国特許庁への出願
件数で見た韓国企業の順位は、1980 年代に、3 位から
1 位に上昇した。すなわち、技術的に進んでいる外国
からの出願件数に、自国からの出願件数がキャッチ
アップし、追い抜いたことになる。次に、中国特許庁

への出願件数における中国企業の順位は、1990 年代
に緩やかに上昇し、2005 年以降は 1 位を確保してい
る。同様に台湾及びブラジルも、自国・地域における
出願件数の順位が徐々に上昇していることが確認され
た（第Ⅱ-1-1-3-11 表）。

第Ⅱ-1-1-3-9 図　
各国・地域特許当局への特許出願件数の推移（所在国・
地域が明らかな出願人のみ）

備考：�所在国・地域が明らかな出願人による特許出願のみを対象。従って
個人出願人による特許出願は含まれない。

資料：�「飯野、占部、齊藤、山内（2019）」から引用。
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第Ⅱ-1-1-3-10 図　
各国・地域特許当局のシェア（国・地域別特許当局向
け出願件数の合計に占めるシェア）の推移

備考：�所在国・地域が明らかな出願人による特許出願のみを対象。従って
個人出願人による特許出願は含まれない。分母である各国・地域特
許当局向け特許出願件数の合計には、WIPO 及び欧州特許庁向けの
特許出願を含まない。

資料：�「飯野、占部、齊藤、山内（2019）」から引用。
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�
47	 Eaton and Kortum （1996）.
48	 Kiriyama （2012）.
49	 Kiriyama （2012）.
50	 Fosfuri, Motta, and Rønde （2001）
51	 Rodriguez-Clare （1996）.
52	 飯野、占部、齊藤、山内（2019）。
53	 第Ⅱ-1-1-3-11 表及び第Ⅱ-1-1-3-12 図では、特許出願人企業の本社住所の所在地により集計したが、その企業を 50％以上保有する企業の

住所の所在地により集計しても、分析結果に大きな違いはない。
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　自国への出願件数における順位だけでなく、自国へ
の出願を含む世界の合計出願件数における順位を合わ
せて見ると、中国については、1980 年代に自国への
特許出願件数と自国における被引用件数が上昇し、そ
の後に、自国を含む世界への出願件数及び被引用件数
が上昇している。韓国及び台湾についても、同様に、
まず自国・地域の特許当局に対する出願件数順位が上
昇した後で、自国・地域を含む世界の特許当局に対す
る出願件数順位が上昇していることが確認できる。
　すなわち、新興国の知識生産活動が発展する初期段
階においては、自国よりも海外からの特許出願が大き
いが、特許出願とともに海外から技術・知識が流入す
ることで、国内の技術力が向上し、その技術知識を活
用して海外進出が活発になるという、ある種共通した
流れの存在が示唆される。新興国の知識生産活動の発

展において、海外の技術知識の流入が寄与している可
能性がある。

（3）特許申請と企業の海外展開の連動性 54

　外国への特許出願は、本項（2）のとおり、新興国
への技術波及に寄与する面があり、知識・技術の海外
への広がりの一端を表すと考えることができるが、基
本的には、自社の技術の保護や事業領域の確保を目的
として行われるものである。
　グローバル化が進む中で、海外展開と特許出願先と
の関係は、どのように変化しているのだろうか。飯野
等は、財貿易及び FDI について、外国への特許出願
との連動性の確認を行った。
　分析対象は、米国、ドイツ、フランス、日本、ブラ
ジル、中国、韓国、台湾、ロシア、インド、南アフリ
カの 11 か国・地域に関する、相互の、特許出願、貿
易及び FDI データである。
　第Ⅱ-1-1-3-13 図と第Ⅱ-1-1-3-14 図は特許の外国
への出願、第Ⅱ-1-1-3-15 図と第Ⅱ-1-1-3-16 図は対
外 FDI、第Ⅱ-1-1-3-17 図と第Ⅱ-1-1-3-18 図は輸出
のネットワークである。線の色は、線の端にある円の
色と同じであり、それぞれ、特許出願、対外 FDI、
輸出の主体の国・地域を表している。つまり、線の端
にある円は、同じ色の線の起点（from）である。また、
線の太さは量を表している。
　外国特許庁への出願状況を確認すると、多くの線は
2001 年より 2010 年の方が太くなっており、技術知識
のやり取りが活発になっているように見えるが、中で
も日本をはじめ、各国・地域から米国へ向かう線と、
米国から中国へ向かう線が顕著に太くなっている（第
Ⅱ-1-1-3-13 図、第Ⅱ-1-1-3-14 図）。
　また、対外 FDI のネットワークは、欧州や日本か
ら米国へ向けた線が、2001 年より 2010 年の方が太く
なっている。貿易（輸出）ネットワークの線について
は、中国から米国をはじめ各国・地域に向かう線と、
米国や日本をはじめ、各国・地域から中国へ向かう線
が太くなっている。
　特許出願の流れを、FDI や貿易の流れと重ね合わ
せて見ると、日本について言えば、特許の出願先は米
国に向けて太くなったが、対外 FDI の向かう先とし
ても米国が太くなっている。米国について言えば、特
許の出願先と貿易（輸出）の向かう先として中国が太

第Ⅱ-1-1-3-11 表　
自国・地域の特許当局に対する出願件数における出願
国・地域別順位

備考：�自国・地域の特許当局に対する出願件数における、企業の所在国・
地域別順位。

資料：「飯野、占部、齊藤、山内（2019）」から引用。

1981 1996 2011
日本 1 1 1
米国 1 1 1

ドイツ 1 1 1
韓国 3 1 1
中国 - 5 1
台湾 - 4 1

ブラジル 3 3 1

第Ⅱ-1-1-3-12 図　
中国の特許出願件数と被引用件数順位の推移

備考：�特許出願件数と被引用件数（出願先機関別）に関する、中国に所在
する企業の順位。ALL は、自国を含む世界の合計数に占める順位。
自国は、自国への出願件数に占める順位。

資料：�「飯野、占部、齊藤、山内（2019）」から引用。
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�
54	 本項（3）における主な文章及び全ての図表は、主に、飯野、占部、齊藤、山内（2019）を参照、あるいは引用した。

150 2019 White Paper on International Economy and Trade

第１章 国を超えて密接に結びつくグローバル経済の現状



くなっている。ドイツとフランスについて見れば、特
許出願、対外 FDI、貿易（輸出）の全てが向かう先
として米国が太くなっている。これらを踏まえると、
少なくとも先進国については、特許出願の流れは、
FDI や貿易の流れと近いように見える。
　次に、これら主な先進国（米国、ドイツ、フランス、
日本）企業の特許出願先と、FDI 進出先あるいは輸
出先との相関性を確認すると、特許出願先と輸出先と
の相関性は緩やかに低下しており、逆に、特許出願先
と FDI による進出先との相関性が高まっていること
が確認された（第Ⅱ-1-1-3-19 図）。先進国企業の海
外売上高の割合が徐々に拡大する中で、FDI の重要
性が高まり、相対的に輸出の重要性が低下しているこ
とが示唆される。
　ただし、先進国における貿易と特許の相関性は、低
下してはいるものの、FDI と特許の相関性を上回る。

海外拠点を有する企業は輸出企業のうち一部にすぎな
いことを踏まえれば、工業品の輸出国にとって、輸出
先と特許申請先の連動性の高さは自然であり、引き続
きその重要性が示されているといえる。
　一方、FDI と貿易の相関性については、先進国で
は緩やかに低下している。先進国企業による FDI 進
出は生産目的が多いが、そこで生産に必要な中間財の
調達が、当該先進国からの輸入から、現地調達に切り
替わってきたこと等により、FDI 進出先と輸出先の
相関性が低下した可能性が考えられる。
　以上より、国を越えた特許申請、すなわち、技術・
知識の広がりは、FDI 及び貿易と連動していること、
また、その連動性は変化しており、FDI に伴う技術・
知識の広がりが従来よりも大きくなっている一方で、
貿易に伴う広がりは、その重要性がやや低下している
可能性が確認できたと言える。

第Ⅱ-1-1-3-13 図　特許出願ネットワーク（2010）55
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第Ⅱ-1-1-3-14 図　特許出願ネットワーク（2001）
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第Ⅱ-1-1-3-15 図　対外 FDI ネットワーク（2010）
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第Ⅱ-1-1-3-16 図　対外 FDI ネットワーク（2001）
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第Ⅱ-1-1-3-17 図　貿易（輸出）ネットワーク（2010）
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第Ⅱ-1-1-3-18 図　貿易（輸出）ネットワーク（2001）
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�
55	 第Ⅱ-1-1-3-13 図から第Ⅱ-1-1-3-18 図における記号は、線の起点となる国・地域名を表す。（BR：ブラジル、CN：中国、DE：ドイツ、

FR：フランス、IN：インド、JP：日本、KR：韓国、RU：ロシア、TW：台湾、US：米国、ZA：南アフリカ。）
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　さらに、特許と貿易に関する連動性は先進国だけで
なく新興国でも高まっており、技術・知識の広がりの
方向性が多様になっている可能性が考えられる。
　一方、FDI の進出先及び特許出願先は、中国や米
国等、一部の国・地域に偏り、進出元あるいは出願元
の国への流入が小さいケースが多く見られるなど、そ
の流れは非対称であった。日本をはじめとして、FDI
や特許出願の流入が非常に弱い場合は、海外からの技
術・知識の流入も弱い可能性が考えられる。

（4）�イノベーションに関する企業のグローバルな
ネットワーク 56

　異なる知識の結合は大きなイノベーションを引き起
こす重要な要素であると言われている。特に、地理的

に離れた人々は異なる知識を有することが多く 57、そ
の意味で国際的な知識や技術の伝播は、国内のイノ
ベーションに大きく影響する可能性がある。
　国際知識伝播の経路には、貿易（財・技術）、対外
直接投資のほかに、国際共同研究があるが、飯野等 58

は、特に企業間の国際共同研究に焦点を当て、それが
知識伝播を促して企業のイノベーションの質に与える
効果を、企業間の特許の共同出願を共同研究とみなす
ことで、実証的に検証した。
　飯野等によると、国際共同特許は、特許の質（被引
用件数）を高める効果がある。
　同研究では、主要 6 か国（日本、ドイツ、フランス、
米国、中国、韓国）59 について、特許の共同出願を行っ
たことがある企業と、国際共同研究を行ったことがあ
る企業を抽出し、共同出願あるいは国際共同出願と、
被引用件数との相関関係を分析している 60。その結果、
共同出願あるいは国際共同出願のネットワークに入っ
ている企業の方が、そうでない企業に比べて特許の被
引用数が多いこと、また、被引用件数に与える効果の
度合いは、多くの場合、共同出願ネットワークよりも、
国際共同出願ネットワークの方が大きいことが明らか
にされた（第Ⅱ-1-1-3-20 表）。すなわち、国際的なネッ
トワークを有することが、企業の研究の質を高めると
いうことである。
　主要国の国際共同特許の割合を見ると、中国とフラ
ンスが 2000 年代に大きく伸びている一方で、日本の
国際共同出願比率は世界平均を下回っている（第Ⅱ-1-
1-3-21 図）。
　戸堂、柏木（2017）61 によると、特許の共同所有に
より表される共同研究ネットワークにおいて、日本企

第Ⅱ-1-1-3-19 図　特許と貿易・FDI の連動性（先進国）

備考：�特許と FDI, 特許と貿易、FDI と貿易、のそれぞれの相関係数の推移。
主な先進国（日本、米国、ドイツ、フランス）から国外（当該先進
国と、新興国・地域（ブラジル、中国、韓国、台湾、ロシア、インド、
南アの合計 11 か国・地域）に向かうもの（輸出、対外 FDI、外国向
け特許申請）。

資料：�飯野、占部、齊藤、山口（2019）から引用。
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第Ⅱ-1-1-3-20 表　国際共同研究と特許の質の相関（回帰分析）

備考：１．�被説明変数は、1990-2010 年に申請された特許の被引用件数（申請年ごとの被引用数平均値で規格化）。総出願特許数、企業年齢、産
業分類でコントロール。共同出願には、国際共同出願、国内共同出願どちらも含む。

　　　２．�***: p < 0.01, **: p < 0.05, *: p < 0.1 。
資料：�「Iino, Inoue, Saito, and Todo （2018）」から引用。 

米国 日本 ドイツ 韓国 フランス 中国
共同出願 0.104*** 0.114*** 0.130*** 0.100*** 0.088*** 0.711***

国際共同出願 0.169*** 0.155*** 0.229*** 0.307*** 0.253*** 0.627***
観測数 188,400 45,016 67,794 38,465 18,648 51,019

�
56	 主に、経済産業研究所分析（①、②）を引用・参照した。（① Iino, Inoue, Saito and Todo (2018) “How Does the Global Network of 

Research Collaboration Affect the Quality of Innovation?”、②戸堂、柏木（2017）「グローバルな企業ネットワークから見た日本企業の現
状」））

57	 Todo, Matous, and Inoue （2015）.
58	 Iino, Inoue, Saito and Todo （2018）.
59	 2000～2010 年に出願された、特許出願人が企業である特許総数の 8 割を当該 6 か国が占める。
60	 総出願特許数、企業年齢、産業分類でコントロール。1991～2010 年まで。
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業は、国内では密なつながりを持っているが、世界の
企業と十分につながれていない。特許の共同所有ネッ
トワークを可視化した図（第Ⅱ-1-1-3-22 図）からは、
欧米や中国に比べて、日本企業のクラスターは、主要
国の企業ネットワークの中心から外れて独立している
ことが確認でき、他国と比べて国際化が貧弱であると
言う。
　日本企業が国内に閉じる傾向については、国内に研
究パートナーが十分存在することが背景とも言われて
おり 62、そうだとすれば、海外企業との繋がりが弱い
ことによるイノベーションに関する問題は小さい可能

性もある。しかし、国際共同特許と特許の質の相関性
は 1990 年代よりも 2000 年代に高まっており 63、さら
に、技術・知識の進歩のスピードが求められる中で、
外国企業を含めた企業ネットワークの拡充や、外国か
らの技術・知識の流入については、その重要性が増し
ているのではないだろうか。

　世界のヒトの移動がどのように変化してきたかを移
住者、留学生、観光客の側面から見てみる。
　まず移住者については、中南米、中東、アフリカか
ら米国や EU15 への流入は 2000 年から 2016 年にかけ
て引き続き多く、特に中東から OECD 加盟国への移
住は 3.5 倍になり、中でも EU15 は 4.1 倍と最も高い
伸びとなった他、米国も 2.3 倍となっている。
　また、中国、南アジアから先進国への流入も増加し
ており、中国は豪州で 2000 年から 2016 年にかけて 3.6
倍、EU15 で同 2.3 倍になった。南アジアは豪州で同 7.8
倍、EU15 で同 2.4 倍、北米で同 1.6 倍と増加した。

　各国・地域における移住者の出身国・地域別の割合
を見ると、北米においては中南米からの移住者が
2000 年 37.0％から 2016 年 34.9％と若干低下し、南ア
ジアが同 10.7％から同 12.1％、ASEAN が同 9.0％か
ら同 11.6％、アフリカが同 6.0％から同 10.1％と割合
を高めた。EU15 は欧州からの移住者が引き続き多く
を占めているものの、中東が 2000 年 8.1％から 2016
年 16.2％となり、それまで欧州以外で最大の割合だっ
たアフリカの同 13.7％から同 10.9％を上回り最大の勢
力となった。日本は ASEAN が 2000 年 34.1％から
2016 年 35.3％と高くなり、中国が同 27.2％から同

4．ヒトの移動

第Ⅱ-1-1-3-21 図　
国際共同特許の割合（全ての特許に占める割合）の推移

備考：�ORBIS 特許データベースにおいて、出願企業の所在国が判明してい
る特許に占める、国際共同特許数の割合（企業所在国別）。2010 年
まで。

資料：�「Iino, Inoue, Saito and Todo （2018）」から引用。
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第Ⅱ-1-1-3-22 図　
世界企業の共同研究ネットワーク（2011-2013 年）

資料：�戸堂・柏木（2017）から引用。
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�
61	 戸堂、柏木（2017）。
62	 また、戸堂、柏木（2017）は、共同研究ネットワークにおける多様性の分析により、日本企業が、国内では多様な相手と共同研究を行っ

ていることを示唆している。
63	 飯野、井上、齊藤、戸堂（2018）。
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24.2％と割合を下げた。また、2017 年には南アジアが
7.1％と上位 3 位に入り、当該地域との繋がりが高まっ
ていることがうかがわれる。他、豪州においても
2000 年 6.7％から 2016 年 26.6％と南アジアからの移
住者の存在が高まっている。以上のことから移民の面
からは、中東と南アジアが急速に先進国とのヒトの交
流を拡大していることがうかがわれる（第Ⅱ-1-1-4-1
図）。
　次に、主要国における高等教育レベル 64 における
各国インバウンド留学生数の推移を見ると、新興・途
上国や地域から先進国への留学生が大幅に増加し、各
地域間の人の流れが太くなり世界各国・地域の高度人
材の結びつきが広がってきたことが分かる。
　OECD 加盟国への留学生は 2000 年から 2016 年にか
けて、約 152 万人から約 350 万人と 2.3 倍になった。
中でも中国から留学生は、約 11 万人から約 79 万人と
なり 7.3 倍もの大幅な増加となった。これにより
OECD 加盟国への留学生のうち中国人が占める割合
は、2000 年の 7.1％から 2016 年には 22.4％となり、
2000 年時点で 23.3％と最大の割合を占めていた EU15
の留学生（2016 年時点で 13.3％）を上回るようになった。
　また、北米における中国人留学生の割合は同 10.5％
から 31.9％、EU15 においては同 2.4％から同 11.3％ま
で高まった。日本においても中国人留学生の割合が同
47.0％から同 53.4％になった。他方で、中国人留学生
は日本より EU15、豪州を留学先に選択するように
なっており、OECD 加盟国における中国人留学生数
の国・地域別に見た割合は、日本が 2000 年 25.9％か

ら 2016 年 9.7％と低下したのに対し、豪州が同 4.6％
から同 14.2％へ、EU15 が同 16.6％から同 21.1％へと
高まった。
　なお、日本においては、ASEAN（2000 年から 2016 年
にかけて 5.3 倍）、南アジア（同 7.4 倍）からの留学生が
増加しており、特に ASEAN 留学生が日本へ留学する
割合は、2000 年の 4.8％から 2016 年には 12.7％と高ま
り、以前と比べて ASEAN 留学生が日本を選好するよ
うになったことがうかがわれる（第Ⅱ-1-1-4-2 図）。
　なお、中国のインバウンド留学生は数の増加に比して
質も高まっており、上述の留学生に占める学位取得コー
スに留学している割合は 2000 年の 26.3％から 2016 年
には 47.4％へ高まっており、中国の高等教育機関が海
外から高度人材を惹きつけるようになったことを示して
いる。
　また、高等教育に限定しない短期・長期の留学生も
大幅に増加してきている。中でも ASEAN、南アジア、
アフリカからの留学生を惹きつけており、中国とこれ
ら新興・途上国を有する地域との結びつきが深まって
いることがうかがわれる（第Ⅱ-1-1-4-3 図）。
　また、世界の人の移動（出国、入国ベースでの人の
動きであって、目的が旅行か否かを問わない）を見る
と、アウトバウンドでは東アジア・大洋州の伸びが大
きい。また、インバウンドでは 2017 年に ASEAN が
北米を超えている。他方で、東アジア・大洋州と
ASEAN を除く新興国地域では、大きな変化は起きて
いないように思われる（第Ⅱ-1-1-4-4 図）。

�
64	 “Tertiary（第 3 期教育）” レベルの留学生数。第 3 期の教育は、国際標準教育分類でレベル 5（研究・職業技能資格、技術的・職業的スキル）、

6（Ph.D 等の高度な研究者）に分類される。
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第Ⅱ-1-1-4-1 図　先進国における新興・途上国からの人の流入者数の変化

備考：１．�各年で 2 万人以上の流出入のある地域・国のみ表示。新興国から先進国への人の移動。
　　　２．�移住者は各国の住民基本台帳を基に算出された数値で、日本への移住者は「有効なビザを保有し、90 日以上在留予定の外国人」が

計上されている。
資料：� OECD International Migration Database “Inflows of foreign population by nationality” から作成。
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第Ⅱ-1-1-4-2 図　先進国及び中国における高等教育レベルに属する留学生の流入者数の変化

備考：１．�OECD 加盟国への留学生数は「Tertiary」レベル（第 3 期の教育）に該当し、国際標準教育分類でレベル 5（研究・職業技能資格、
技術的・職業的スキル）、6（Ph.D 等の高度な研究者）に分類されるのに対し、中国への留学生は高等教育機関や研究所の留
学生であって語学留学を含み OECD データベースの「Tertiary」レベルとは一致していない点に留意。

　　　２．�中国の地域別インバウンド留学生数は、中国政府の公表資料にデータが存在する国の合計値とした。地域の内訳は、2000 年
の北米は米国。EU は英独仏。ASEAN はベトナム、インドネシア、タイ、フィリピン、マレーシア、シンガポール、ラオスの 7ヵ
国。ロシア CIS はロシア。南アジアはパキスタン。また、2016 年の北米は米国。EU は独仏。ASEAN はタイ、インドネシア、
ベトナム、ラオス、マレーシアの 5ヵ国。ロシア CIS はロシア、カザフスタン。南アジアはパキスタン、インド。

　　　３．�各年で 1 万人以上の流出入のある地域・国のみ表示。線は 2016 年の留学生数を太いものから順番に、20 万人以上＞ 10～20
万人＞ 5～10 万人＞ 1～5 万人として表した。小数点第二位以下は四捨五入。

資料：�OECD 加盟国への留学生数は、OECD. Stat より作成。中国への留学生数は、戦略国際問題研究所（CSIS）の「China Power」 web （https://
chinapower.csis.org/china-international-students/）にある中華人民共和国教育部「Inbound International Students in China, 2005-
2016」、及び同教育部が公表している各年の国ごとの資料から作成。
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　近年、英国の EU からの離脱を問う国民投票や、米国大統領選におけるトランプ大
統領の勝利など、世界経済を取り巻く不確実性が増してきている。本来、そういった「不確実性」を定
量的な形で示すことは困難ではあるが、米国の研究者によって 65、主要新聞における経済政策の不確実
性に関する報道件数を元に、「経済政策不確実性指数（Economic Policy Uncertainty Index）」が作成
されており、各国でも同様の指標が作成されている 66。ここでは、経済政策不確実性指数を用いて、経
済指標との相関や、各国の指数との相関を述べ、各国が直面する「不確実性」が、他国と密接に結びつ
いている現状を見ていく。

（1）経済政策不確実性指数と経済の相関
　まず、世界の経済政策不確実性指数の推移を見ていく（コラム第 6-1 図）。経済規模の大きい米国や
その他先進国の不透明感は世界の経済政策不確実性指数にインパクトを与えやすい。実際に、同指数は、
世界的に注目された英国の EU 離脱を問う国民投票や米国の大統領選挙などが実施された 2016 年には
大幅に上昇した。その後、トランプ政権が発足した 2017 年 1 月にはさらに高い指数を記録し、それ以
降は、低下基調となっていた。これには、経済的影響力の大きい米景気が大幅減税等により、拡大する
のではないかとの安心感の強まり等が背景にあると見られる。しかし、2018 年に入り、世界の経済政
策不確実性指数及び我が国の経済政策不確実性指数は、上昇基調で推移してきた。特に、2018 年 12 月
には、世界の経済政策不確実性指数は、過去最大の数値となった。米中貿易摩擦の激化や中国経済の減
速懸念、イタリア予算案を巡る同国と EU の対立、英国の EU からの合意なき離脱等への懸念から、不
透明感が増したと推測される。

コラム

１ 経済政策不確実性指数
コラム

６

第Ⅱ-1-1-4-3 図　中国の出身地域別留学生数の推移

資料：�戦略国際問題研究所（CSIS）の「China Power」 web （https://china�
power.csis.org/china-international-students/）にある中華人民共和
国外交部「Inbound International Students to China, 2011-2016」か
ら作成。
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行者数の変化

備考：�International tourism, number of arrivals、及び departures の数値を
使用し、個別国データを積算。データ中の指標 World と各国の値全
ての合計とは差異があることに留意。また、EU28、ASEAN 等の各地
域においては域内国間の出入国も含んでいる。

資料：�世銀 WDI （原典：World Tourism Organization, Yearbook of Tourism 
Statistics, Compendium of Tourism Statistics and data files）から作成。
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65	 Scott R. Baker, Nicholas Bloom, Steven J. Davis
66	 米国、カナダ、ブラジル、チリ、英国、独、伊、スペイン、仏、蘭、豪州、露、印、中、韓、日、メキシコ、アイルランド、スウェーデン、

ギリシャの計 20 以上の国・地域に指数がある。
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　そういった不確実性の高まりは、投資家にとって「リスク」と捉えられ、金融市場にも影響が生じる可能性
がある。そこで、我が国の経済政策不確実性指数と VI 指数 67の相関を見てみると、両指数が異なる動きを
とることもあるものの、少なからず相関を有していることが確認できる（コラム第 6-2 図）。特に、日本の VI
指数と政策不確実性指数の相関は、米国や英国、仏国のそれよりも高い（コラム第 6-3 図）。

コラム第 6-1 図　世界と我が国の経済政策不確実性指数の推移

資料：�Davis （2016）を参考。Economic Policy Uncertainty Project の HP （http://www.policyuncertainty.com/global_monthly.html よ
りダウンロード。（2019 年 5 月 13 日時点）

　　　�Arbatli et al. （2017）を参考。Economic Policy Uncertainty Project の HP （hhhtp://www.policyunceratinty.com/japan_monthly.
html よりダウンロード。（2019 年 5 月 13 日時点）
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コラム第 6-2 図　VI 指数（日経 225）と日本の経済政策不確実性指数

資料：経済政策不確実性指数（EPU）は、Arbatli et al （2017）を参考。
　　　Economic Policy Uncertainty Project の HP よりダウンロード。（2019 年 5 月 13 日時点）
　　　VIX 指数（日経 225）は Refinitiv より作成。
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資料：�経済政策不確実性指数は Baker, Bloom and Davis （2016）を参考。
　　　�データは Economic Policy Uncertainty Project の HP よりダウンロード（2019 年 5 月 13 日時点）
　　　�VIX 指数（S&P500）は、Refinitiv より作成。
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　また、企業活動を取り巻く環境に不透明感が増すと、企業は設備投資を先送りする。特に、機械設備
など不可逆性の高い投資ほど、「不確実性」を考慮した意思決定がなされるとの指摘もある 68。

（2）各国の経済政策不確実性指数の相関
　次に、各国の経済政策不確実性指数が、どの程度、他国と結びついているかについて述べる。
　世界のグローバル化は、自由貿易拡大に支えられ発展してきた。その自由貿易拡大の一つの契機となっ
たのが、2001 年の中国の WTO 加盟である。そこで、ここでは中国の WTO 加盟前後において、各国
の相関が如何に変化してきたか言及していく。

　まず、我が国と各国の相関をみていく。WTO 加盟前後で比較すると、グローバル指数との相関が低
下した一方で、米国、欧州、中国と相関が強まった。その他、WTO 加盟を果たした中国を含め、全体
的に各国とも他国との相関が高まった（コラム第 6-4 表）。
　さらに、金融危機前後で見ても 69、各国の相関の高まりが確認できる。特に、日本は米国、欧州、中
国、いずれの国・地域とも繋がりが大きく増していると言えよう。このことからも、日本を始め、各国
は他国の政策を巡る不確実性に左右されやすい状況になってきていることが分かる。
　ただし、米国の経済政策不確実性指数は、日本を除く各国及びグローバル指数との相関が低下してき
ている（コラム第 6-5 表）。これは、米国の経済政策不確実性指数の発生源となる、個別政策 70 の記事
数の割合に起因する。記事数の割合で見ると、財政政策が 46％と経済政策不確実性指数全体に与える
インパクトが最も大きい 71。実際、米国の財政政策不確実性指数と各国の経済政策不確実性指数の相関
を金融危機前後で比較してみると、金融危機前には中国や欧州とも相関が高かったが、金融危機後には
相関は大きく低下した。他方で、日本の経済政策不確実性指数と米国の財政政策不確実性指数の相関を
見ると、金融危機前後で相関が高まっている。米国の財政政策不確実性指数との相関の強弱が、米国の
経済政策不確実性指数全体との相関に大きく影響しているといえよう。
　続いて、我が国の個別政策の不確実性指数の記事件数の割合、すなわち、全体に与える個別政策のイ
ンパクトの推移を見てみる。1987 年から 2018 年の期間の平均で見ると、財政政策、金融政策、通商政策、

コラム第 6-4 表　各国・地域の経済政策不確実性指数の相関（中国のWTO加盟前後）

備考：1．�WTO 加盟前の標本期間は、1997 年～2000 年末迄とし、WTO 加盟後の標本期間を 2001 年～2004 年末迄とした。
　　　2．グローバル指数は、自国を除いたその他 19 カ国の指数。
　　　3．欧州は、英・仏・独・伊・スペインの 5 カ国。
資料：�Arbatli et al （2017）、Baker,Bloom and Davis （2016）、Davis（2016）, を参考。
　　　�データは Economic Policy Uncertainty Project の HP よりダウンロード。（2019 年 3 月時点）
　　　�自国を除くグローバル指数については、IMFWEO （2018.Oct）で公表している GDP のウエイトを使用し算出。

日本 米国 欧州 中国 グローバル指数

日本
WTO 加盟前 0.38 0.21 0.05 0.50 
WTO 加盟後 0.44 0.27 0.38 0.40 

米国
WTO 加盟前 0.43 0.40 0.70 
WTO 加盟後 0.80 0.70 0.88 

欧州
WTO 加盟前 0.37 0.57 
WTO 加盟後 0.55 0.81 

中国
WTO 加盟前 0.30 
WTO 加盟後 0.67 

�
67	 VI 指数は取引価格を元に、投資家が予想する将来の株価変動の大きさを数値化した指数であり、一般に投資家の不安心理を表すと言われ

ている。
68	 公益財団法人 日本経済研究センター（2017）
69	 ここでは、金融危機前を 1997 年～2006 年末迄とし、金融危機後を 2007 年～2016 年末迄とした。リーマン・ショックの発端となったパリ

バショック（2007）を金融危機後に含めた方が妥当と考えたため。
70	 米国の個別政策の不確実性指数には、通商政策や金融政策、財政政策の他、安全保障、医療、規制改革なども公表されている。
71	 Scott R. Baker （2016）
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為替政策の順に多い。しかし、足元では、通商政策が金融政策を上回っている（コラム第 6-7 図）。
　次に、我が国の個別政策の不確実性指数の推移を見てみる。アジア通貨危機に端を発するロシア財政
危機や東日本大震災の時には、為替政策不確実性指数が大きく上昇していることが分かる。近年では、
為替政策よりも、通商政策の不確実が高まっている（コラム第 6-8 図）。
　また、米国の個別政策の不確実性指数の推移を見ると、米同時多発テロやイラク戦争の起こった 2000 年代
には、金融政策の不確実性が大きく上昇していた。その後、連邦債務の上限引上げが議論されたこともあり、
財政政策の不確実性の高まりが大きくなった。しかし、足下では英国の EU 離脱を問う国民投票やトランプ政
権発足等があり、財政政策や金融政策を大きく上回り、通商政策の不確実性が大きく上昇した。長期的にみ
ると、日米両国とも通商政策の不透明感が増していると言えよう（コラム第 6-9 図）。

コラム第 6-5 表　各国・地域の経済政策不確実性指数の相関（金融危機前後）

備考：1．金融危機前を 1997 年から 2006 年末迄とし、金融危機後を 2007 年から 2016 年末までとした。（其々9 年）
　　　2．グローバル指数は、自国を除いたその他 19 カ国の指数。
　　　3．欧州は、英・仏・独・伊・スペインの 5 カ国。
資料：�Arbatli et al.（2017）、Baker, Bloom and Davis （2016）、Davis （2016）を参考。
　　　�データは Economic Policy Uncertainty Project の HP よりダウンロード（2019 年 3 月時点）
　　　自国を除くグローバル指数については、IMFWEO （2018.Oct）で公表している GDP のウエイトを使用し算出。

日本 米国 欧州 中国 グローバル指数
（自国を除く）

日本
金融危機前 0.34 0.22 0.10 0.37 
金融危機後 0.63 0.58 0.45 0.63 

米国
金融危機前 0.76 0.66 0.84 
金融危機後 0.62 0.41 0.59 

欧州
金融危機前 0.56 0.76 
金融危機後 0.70 0.82 

中国
金融危機前 0.59 
金融危機後 0.63 

コラム第 6-6 図　米国の財政政策不確実性指数と各国の経済政策不確実性指数の相関（金融危機前後）

備考：1．�金融危機前を 1997 年～2006 年迄とし、金融危機後を 2007 年～
2016 年迄とした。

　　　2．欧州は、英・仏・独・伊・スペインの五カ国。
資料：�Arbatli et al （2017）、Baker, Bloom and Davis （2016）を参考。
　　　�データは Economic Policy Uncertainty Project の HP よりダウンロー

ド（2019 年 5 月 13 日時点）

日本 中国 欧州
金融危機前 0.19 0.61 0.70 
金融危機後 0.38 ↑ 0.13 ↓ 0.33 ↓

コラム第 6-7 図　我が国における経済政策不確実性の発生源

備考：12 か月中心化移動平均。
資料：Arbatli et al. （2017）を参考。
　　　データは Economic Policy Uncertainty Project の HP よりダウンロード。（2019 年 5 月 13 日時点）
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　さらに、それぞれの個別政策の不確実性指数がどれほど日米間で相関を持っているか見てみると、日
米共に最も記事数の割合が多い財政政策の不確実性指数との相関が最も低く、通商政策の不確実性指数
の相関が最も高いことが分かる（コラム第 6-10、6-11、6-12 図）。
　日本の通商政策の不確実性指数と米国の通商政策の不確実性指数との相関を、年単位で算出し、相関係数

コラム第 6-8 図　我が国の個別政策の不確実性指数の推移

備考：各指標は、1987 年から 2015 年までの平均値を 100 とし指数化したもの。
資料：Arbatli et al （2017）を参考。Ecomic Policy Uncertainty Project の HP よりダウンロード（2019 年 5 月 13 日時点）
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コラム第 6-9 図　米国の個別政策の不確実性指数の推移

備考：�米国の個別政策不確実性指数には、上記指数の他、安全保障、医療、債券・為替、政府支出、給付金規制改革などが公表
されている。

　　　�各指標は、1987 年から 2015 年までの平均値を 100 とし、指数化したもの。
資料：�Baker, Bloom and Davis （2016）を参考。Ecomic Policy Uncertainty Project の HP よりダウンロード（2019 年 5 月 13 日時点）
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コラム第 6-10 図　我が国と米国の財政政策不確実性指数の推移

資料：Arbatli et al. （2017）、Baker,Bloom and Davis （2016）を参考。
　　　Economic Policy Uncertainty Project の HP よりダウンロード。（2019 年 5 月 13 日時点）
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の推移を表したのが（コラム第 6-13 図）である。長期的にみると、相関の強弱はあるものの、2014 年以降、
基本的には相関は上昇基調で推移しており、日米の通商政策の相関が強まっていることが見て取れる。
　更に、我が国の通商政策の不確実性と各国の経済政策の不確実性の結びつきをみるため、我が国の通
商政策の不確実性指数と各国の政策不確実性指数の相関を表したのがコラム第 6-13 図である。
　ここでは、前述の（コラム第 6-4 表）と同様、1997 年から 2006 年迄と 2007 年から 2016 年迄の期間
に分けて分析する。1997 年から 2006 年迄の期間においては、相関が 0.5 を上回る国はなかった。しかし、
2007 年から 2016 年の期間において相関が大きく上昇した国が多く、とりわけ中国との相関が非常に強
くなっている（コラム第 6-14 図）。

コラム第 6-11 図　我が国と米国の金融政策不確実性指数の推移

資料：Arbatli et al. （2017）、Baker,Bloom and Davis （2016）を参考。
　　　Economic Polcy Uncertainty Project よりダウンロード。（2019 年 5 月 13 日時点）
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コラム第 6-12 図　我が国と米国の通商政策不確実性指数の推移

資料：Arbatli et al. （2017）、Baker,Bloom and Davis （2016）を参考。
　　　Economic Policy Unceratinty Project の HP よりダウンロード。（2019 年 5 月 13 日時点）
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コラム第 6-13 図　我が国と米国の通商政策不確実性指数の相関推移

備考：1 年ごとの相関係数を算出。
資料：�Arbatli et al. （2017）、Baker,Bloom and Davis （2016）を参考。
　　　�Economic Policy Uncertainty Project の HP よりダウンロード。
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　更に、我が国と各国の貿易総額をみてみると、必ずしも貿易総額の大きさと不確実性指数が比例して
いるわけではない。ただし、我が国との相関が急激に高まった中国と我が国との貿易総額は他国と比較
して非常に大きいことが分かる（コラム第 6-15 図）。
　近年、我が国の通商政策不確実性指数と各国の経済政策不確実性指数は、以前よりも結びつきが強く
なってきており、我が国の通商政策は、他国の政策に左右されやすい環境になりつつあると言えよう。
また、日米の通商政策不確実性の相関は強まってきており、米中貿易摩擦の今後の行方にも注視が必要
である。

コラム第 6-14 図　我が国の通商政策不確実性指数と各国の経済政策不確実性指数との相関

備考：�1997 年からデータが取得できなかった国及び 2016 年までの
データがない国は除く。

資料：�Arbatli et al. （2017）、Baker,Bloom and Davis （2016）を参考。
　　　�Economic Policy Uncertainty Project の HP よりダウンロード。
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コラム第 6-15 図　我が国との貿易総額（1997 年～2018 年合計値）

資料：�Global Trade Atlas より作成。
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